
はじめに

経済政策の主要な目標は家計の厚生改善にある。

その家計の動向は家計調査と付帯調査である貯蓄

動向調査により毎月（毎年）継続して調査が行わ

れている。この二つの統計は、わが国の家計行動

を把握する上で最も基礎的なデータである。本稿

では９３年から９７年の家計調査、貯蓄動向調査（家

計調査については一部９８年データを含む）により、

家計の貯蓄、消費、分配の動きを取り上げる。周

知のとおりこの期間はバブル崩壊後の苦境期にあ

たり、失業率の増大や所得の低迷あるいは金融不

安、ゼロ金利など戦後未曾有の混乱をみた時期で

もある。この時期家計に何が起き、家計がどのよ

うに行動したかを明らかにすることは、今後の日

本経済のあり方を考える出発点となるであろう。

税制改革や社会保障制度改革などは、この家計の

実状の正しい把握の上にしか成り立ち得ないから

である。

この目的のために、我々は家計調査と貯蓄動向

調査をマージしパネルデータを作成した。具体的

には家計調査対象世帯でかつ貯蓄動向調査（１２月

実施）対象世帯である世帯を取り上げた１）。これ

により家計の属性を踏まえた所得や消費、貯蓄の

分析が可能となる。

本稿では次節で平均貯蓄率を概観し、第２節で

貯蓄関数を推計する。第３節では消費関数と食費

関数を推計する。併せて通信関係の支出も分析さ

れる。貯蓄関数、消費関数と食費関数の推計に当

たっては６０歳以上と６０歳未満で関数型が異なる可

能性に考慮が払われる。第４節で消費、所得、資

産の分配状況を取り上げる。最後に簡単なまとめ

が行われる。

１ ９０年代における貯蓄率の動き

最初に平均貯蓄率の動きを概観する２）。

�１ ９３―９７年の貯蓄動向調査による平均貯蓄率

貯蓄率について次の４つのパターンを考えた。

SAVE１ （当期金融資産残高－前期金融資産残

高）／所得＝金融資産増減／所得（％）

SAVE２ ｛（当期金融資産残高－前期金融資産残

高）＋（前期負債残高－当期負債残高）｝

／所得＝純金融資産増減／所得（％）

SAVE３ （純金融資産増減＋土地・住宅売買差）／

所得（％）

SAVE４ （純金融資産増減＋土地・住宅売買差

±土地キャピタルゲイン・ロス－住宅

償却）／所得（％）

なおここで所得は税込み年収である。これは自
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営業等世帯については可処分所得を知ることがで

きないためである。本稿の解釈に当たってはこの

点に留意する必要がある。

SAVE２はいわゆる黒字率に該当するものであ

る。SAVE３は金融貯蓄と実物投資をみるもので

ある。キャピタルゲイン・ロスを含むSAVE４は、

家計の富の増減をみる上では最も有益な指標であ

る。ただし家計にとりコントロール不可能な要素

（地価と株価の変動）により大きく結果が変わる。

とりわけ土地価格の下落が続いたこの時期に、こ

の要因は重大な影響を与えていることに注意する

必要がある。

表１によると、SAVE３でみた家計の貯蓄率は

かなり高い（全体で２５．８％）。SAVE３では年齢

階層毎に単調に増加している。平均的には現役世

代も引退世代も貯蓄を続けていることが示唆され

る。ただしキャピタルゲイン・ロスを考慮した

SAVE４は－３７．８４％である。また年齢階層毎に

単調に減少している。ここでも改めて資産価格変

動の影響の強さがうかがわれる。

世代別にみると、SAVE３に関しては特に６０代

以上では４０．８％とかなり高い。分母がグロスの年

収であることを考えると、これは相当に高い水準

であることが注目される。このことは日本の高齢

者世帯がかなり豊であることを示唆している。た

だしバブル崩壊の影響を強く受けてキャピタルゲ

イン・ロスを考慮したSAVE４は－８０％であり、

高齢者層で土地資産価値が著しく低下したことが

うかがえる３）。

�２ 黒字世帯と赤字世帯の比率（％）

貯蓄を積みましている世帯（黒字世帯）と取り

崩している世帯（赤字世帯）の内訳をみてみる。

SAVE２とSAVE３に関してみると、５０代以下

の現役世代でも赤字率が約２０％であることが注目

される。表１にあるように平均すれば日本の家計

は高い貯蓄率を示しているが、現役世代で約

１／５前後の世帯が金融貯蓄や金融貯蓄・実物投

資を取り崩しているということは、現役世代の中

にかなり苦しい生活階層があることを示唆してい

る。財政悪化により将来の社会保障制度に危惧が

もたれていることを考えれば、この赤字率は無視

できない高さのように思われる。

SAVE４で赤字率（黒字率）が世代毎に単調に

増加（減少）しているのは、地価、株の下落を反

映しているとみられる。

２ 家計の貯蓄率関数

ここでは家計の貯蓄率関数がどのような要因で

表１ ９３―９７年の貯蓄動向調査による平均貯蓄率
（％）

年 代 別

全体 ２０ ３０ ４０ ５０ ６０～

SAVE１ ２３．１１ １６．００ １５．８１ １９．５３ １８．０３ ３６．６１

SAVE２ １９．１４ ６．０８ ８．８１ １１．９９ １８．２９ ３５．４５

SAVE３ ２５．７６ １５．３３ １７．２５ １９．８２ ２３．０７ ４０．８４

SAVE４ －３７．８８ ４．０３ －１０．０３ －２６．９１ －２９．９６ －８０．０２

３）高齢者ほど早い時期に、他の若い世代より条件の良い土地を確保したであろうから、同じ地価下落率でも金額面での影響は若
年世代よりもより強かったと考えられる。

表２ 区黒字世帯と赤字世帯の比率

年 代 別

全体 ２０ ３０ ４０ ５０ ６０～

黒字１ ０．７８８ ０．８４８ ０．８４９ ０．８１２ ０．７８３ ０．７１８

赤字１ ０．１９８ ０．１４１ ０．１４０ ０．１７７ ０．２０９ ０．２５７

黒字２ ０．７７０ ０．７８４ ０．８０８ ０．７９４ ０．７７９ ０．７１４

赤字２ ０．２１９ ０．２１０ ０．１８６ ０．２０１ ０．２１５ ０．２６４

黒字３ ０．７８９ ０．８０２ ０．８２５ ０．８１６ ０．８００ ０．７２８

赤字３ ０．２０１ ０．１９２ ０．１７０ ０．１７８ ０．１９４ ０．２５０

黒字４ ０．５１５ ０．７４１ ０．６６４ ０．５３１ ０．４７６ ０．３９４

赤字４ ０．４８１ ０．２５２ ０．３３２ ０．４６６ ０．５２２ ０．５９９

注）黒字（１～４）はSAVE（１～４）が黒字であるもの、
赤字（１～４）はSAVE（１～４）が赤字であるものを指
す。
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規定されているかを分析する。わが国では、６０代

以上の引退世代と５０代以下の現役世代で消費関数

や通貨需要関数が異なることが指摘されている４）。

この違いはコーホト効果と現役世代と引退世代と

いうライフ・ステージの違いが影響している可能

性がある。コーホト効果は本稿では直接は取り上

げない。全体を推計した上で、世代間の差に注目

して世代間でパラメータが共通かどうかの検定を

行い、６０歳以上と６０歳未満に分けて貯蓄関数を推

計する。

分析対象は９３―９７年の各１２月における調査世帯

である。

�１ 定式化

ここでは貯蓄率（SAVE１～SAVE４）に影響

する要因として、先行研究を踏まえ

ａ）当期の所得と前期の資産

ｂ）ライフ・ステージ（世帯主の年齢）

ｃ）世帯の属性（家族の人員や世帯主の勤め先

など）

を取り上げて推計する５）。

具体的には次式を推計する。

SAVEit＝a０＋a１＊REALINCOMEit

＋a２＊REALMONEYi,t－１

＋a３＊REALDEBTi, t－１

＋a４＊REALESTATEi, t－１

＋b１＊NUMBERit＋b２＊WORKERit

＋b３＊AGEit＋b４＊AGE２it

＋b５＊MANit＋b６＊PARENTit

＋c１＊EMP９９９it＋c２＊EMP１０００it

＋c３＊EMPPUBLICit＋c４＊NOJOBit

＋c５＊MERCHANTit

＋c６＊PRIVATEit＋c７＊CORPORATRit

＋c８＊PROit

＋d１＊YEAR９３＋d２＊YEAR９４

＋d３＊YEAR９５＋d４＊YEAR９６＋errit

１）

（所得、資産に係る要因）

REALINCOME ……実質税込み年収

REALMONEY ……実質金融資産

REALDEBT ……実質負債

REALESTATE ……実質固定資産

（ライフステージ、世帯の属性に係る要因）

NUMBER ……世帯人員

WORKER ……世帯就業者数

AGE ……世帯主年齢

AGE２ ……世帯主年齢の自乗／１００

MAN ……世帯主性別（男）

PARENT ……両親同居ダミー（同居＝１）

EMP９９９ ……世帯主勤務先企業規模（５００

～９９９人）ダミー

EMP１０００ ……（〃１０００人以上）ダミー

EMPPUBLIC ……世帯主官公庁勤務ダミー

NOJOB ……世帯主無職ダミー

MERCHANT ……世帯主商人ダミー

PRIVATE ……世帯主個人営業ダミー

CORPORATR ……世帯主法人経営者ダミー

PRO ……世帯主自由業者ダミー

（時期等の要因）

YEAR ……年ダミー

err ……誤差項

分散不均一などに配慮し、１）式を最小絶対偏

差法（Least Absolute Deviations, LAD）で推計

した６）。

なお世代毎の記述統計は表３に示すとおりであ

る。

４）竹澤・松浦［１９９７］参照。
５）貯蓄関数については斉藤［１９８５］参照。
６）LADについてはDavidson and MacKinnon［１９９３］参照。
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（主な説明変数の効果）

符号条件としては以下のように期待される。

所得資産に係るもの

�１ 今期所得は正の符号が期待される。

�２ 前期金融資産は正の符号が期待される。た

だし株価低迷の影響が強ければ負となること

が予想される。

�３ 前期負債は負の符号が期待される。ただし

家計が貯蓄と負債の両建てを進めていればそ

の符号は定まらないことがある。

�４ 前期実物資産は正が期待される。ただし地

価下落の影響が強ければ負となることがある。

家族の属性に係るもの

�５ 家族人員は、一人当たりの所得が減るるの

で負が予想される。就業人員の符号は定まら

ないであろう。

�６ 両親同居ダミーは豊かな両親と同居してい

れば正、貧しい両親と同居していれば負が予

想される。

世帯主の職業に係るもの

�７ 中堅・大企業や官公庁勤務は、所得の安定

性から正が期待される。

表３ 貯蓄に関する記述統計

�１ ６０歳以上世帯（N＝：３６５８） �２ ２０―５０代世帯（N＝：９３８４）

平 均 標準偏差 最 小 最 大 平 均 標準偏差 最 小 最 大

SAVE１ ３６．６ ３８４．１ －１２９５ ２２４００ SAVE１ １７．９ １１１．８ －２７１９．６ ８８００

SAVE２ ３５．４ ３８６．７ －１４７９．９ ２２４００ SAVE２ １２．８ ９０．１ －２７０８．９ １９９３．０

SAVE３ ４０．８ ３８４．６ －６３７．５ ２２４００ SAVE３ １９．９ ８０．５ －２７０８．９ １９９３．０

SAVE４ －８０．０ ６５５．４ －３５２５４．３ １３６３．７ SAVE４ －２１．５ １５１．０ －３７０８．８ １７４８．２

REALINCOME ５７０３．５ ３７３３．３ ９．６ ２５４１６．２ REALINCOME ７４４２．０ ３５７４．８ ９．３ ２６５４９．６

REALMONEY １９３７５．６ １７９７５．３ ０ ９００５０．８ REALMONEY １０１１３．４ １１４８６．２ ０ ８９９６９．２

REALDEBT １３０３．１ ４４１４．５ ０ ４６２８０．２ REALDEBT ４０６４．９ ７５８１．０ ０ ４６２９０．５

REALESTATE ５９５０１．２ ６１０５８．２ ０４２４７４５．９ REALESTATE ３９８６４．３ ５３６１７．６ ０４２３５３１．８

NUMBER ２．５７ １．０３ ２ ８ NUMBER ３．６５ １．１８ ２ １０

WORKER １．０５ １．０６ ０ ６ WORKER １．７０ ０．７８８ ０ ６

AGE ６７．５ ６．０８ ６０ ９５ AGE ４４．０ ９．１３ ２０ ５９

AGE２ ４６．０ ８．５８ ３６ ９０．３ AGE２ ２０．２ ７．９１ ４ ３４．８

MAN ０．９３ ０．２５５ ０ １ MAN ０．９４０ ０．２３８ ０ １

PARENT ０．０６３４ ０．２４４ ０ １ PARENT ０．１５８ ０．３６５ ０ １

EMP９９９ ０．００５４７ ０．０７３８ ０ １ EMP９９９ ０．０３５５ ０．１８５ ０ １

EMP１０００ ０．０１８０ ０．１３３ ０ １ EMP１０００ ０．１８４ ０．３８８ ０ １

EMPPUBLIC ０．０２３０ ０．１５０ ０ １ EMPPUBLIC ０．１４９ ０．３５６ ０ １

NOWORK ０．５３３ ０．４９９ ０ １ NOWORK ０．０１３９ ０．１１７ ０ １

MERCHANT ０．１７７ ０．３８２ ０ １ MERCHANT ０．１１９ ０．３２４ ０ １

PRIVATE ０．０１５ ０．１２２ ０ １ PRIVATE ０．０１４９ ０．１２１ ０ １

CORPORATOR ０．０４２ ０．２０１ ０ １ CORPORATOR ０．０３２４ ０．１７７ ０ １

PRO ０．０１５６ ０．１２４ ０ １ PRO ０．０１３０ ０．１１３ ０ １

YEAR９３ ０．１９０ ０．３９３ ０ １ YEAR９３ ０．２４０ ０．４２７ ０ １

YEAR９４ ０．２１２ ０．４０９ ０ １ YEAR９４ ０．２３２ ０．４２２ ０ １

YEAR９５ ０．２３２ ０．４２２ ０ １ YEAR９５ ０．２１８ ０．４１３ ０ １

YEAR９６ ０．１８５ ０．３８８ ０ １ YEAR９６ ０．１５７ ０．３６４ ０ １

注）SAVE１～SAVE４ ％
REALIMCOME, REALMONEY, REALDEBT, REAL-

ESTATE 千円
NUMBER, WORKER 人

以下の表において同じ。
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年次ダミーに係るもの

�８ 各年のマクロの経済状況（９７年に比べて）

を反映することがきたいされる。

�２ Chowテストの結果

貯蓄率関数の推計結果は表４に掲げるとおりで

ある。

６０歳以上のグループと６０歳未満のグループとで

係数が異なるかどうかのChowテストを行った。

その結果は貯蓄率の定義に次のようであった。

SAVE１ １．４０３

SAVE２ １．６１４

SAVE３ １．８６４

SAVE４ １０．７１８

自由度２３，１２９９６のF分布の５％水準の臨界値は

１．５３０、１％水準の臨界値は１．８１２である。した

がってSAVE３とSAVE４に関しては１％水準で、

６０歳以上と６０歳未満とで係数は共通であるという

帰無仮説は棄却される。SAVE２は５％水準では

帰無仮説は棄却されるが、SAVE１は５％水準で

も棄却されない。以下ではより包括的な貯蓄概念

であるSAVE３とSAVE４に即し以下議論を進め

る。

表４ 貯蓄関数の推計結果

�１ 全 体

従 属 変 数 SAVE１ SAVE２ SAVE３ SAVE４

CONSTANT １６．７ （４．１５） １２．４ （ ２．５０） １３．３ （ ２．８５） －８．６３ （ －１．００）

REALINCOME －０．１２E―０３ （－１．１６）－０．５１E―０３ （－４．０６）－０．５０E―０３ （－４．３１） ０．３５E―０２ （ １６．０ ）

REALMONEY ０．２６E―０３ （１１．７） ０．２８E―０３ （ ９．９６） ０．３４E―０３ （１２．８） ０．３８E―０３ （ ７．８８）

REALDEBT －０．１４E―０３ （－３．２４） ０．７７E―０３ （１４．６ ） ０．７７E―０３ （１５．４） ０．１５E―０２ （ １５．８ ）

REALESTATE －０．１９E―０５ （－０．３４） ０．１１E―０５ （ ０．１６） ０．３９E―０５ （ ０．６２） －０．１３E―０２ （ －１１１．４）

NUMBER －０．６２ （－２．１６）－０．７０ （－１．９９）－０．６８ （－２．０６） －０．４５E―０２ （－０．００７４）

WORKER ０．５７ （ １．３６） ０．７１ （ １．３７） ０．８０ （ １．６６） ２．２６ （ ２．５２）

AGE －０．３３ （－２．１２）－０．１１ （－０．５９）－０．１５ （－０．８５） ０．０５９ （ ０．１７）

AGE２ ０．２８ （ １．８３） ０．０９４ （ ０．５０） ０．１１ （ ０．６３） ０．０１５ （ ０．０４７）

MAN ３．９４ （ ３．３１） ４．４４ （ ３．０４） ５．０５ （ ３．６８） ３．９５ （ １．５６）

PARENT ０．４０ （ ０．４４） ０．２４ （ ０．２２） ０．２０ （ ０．１９） １２．０ （ ６．２２）

EMP９９９ －０．４０ （－０．２２） ０．１９ （ ０．０８６） ０．６１ （ ０．３０） －１．８９ （ －０．５０）

EMP１０００ ２．０５ （ ２．２５） １．８０ （ １．６１） １．７６ （ １．６７） ０．２４ （ ０．１２）

EMPKANKOU １．６８ （ １．７０） １．１８ （ ０．９８） １．３７ （ １．２０） １．４１ （ ０．６７）

MUSHOKU －３．３２ （－２．６６）－４．３９ （－２．８７）－４．１４ （－２．８８） －１．２６ （ －０．４７）

SHOUNIN １．９０ （ ２．０１） ０．７１ （ ０．６１） １．３０ （ １．１９） １．２０ （ ０．５９）

KOJIN ４．１３ （ １．７５） １．４９ （ ０．５１） ３．７４ （ １．３７） １．４７ （ ０．２９）

HOUJIN －２．１７ （－１．３１）－１．４１ （－０．７０）－１．１６ （－０．６１） ６．３５ （ １．８０）

JIYUU ０．９８ （ ０．４０） １．１０ （ ０．３６） １．７７ （ ０．６３） ８．８９ （ １．６９）

YEAR９３ ０．８８ （ ０．９５） ２．３３ （ ２．０６） ２．０９ （ １．９７）－１０．６ （ －５．３６）

YEAR９４ １．８０ （ １．９５） ３．６０ （ ３．１８） ３．４７ （ ３．２７） －３．５９ （ －１．８３）

YEAR９５ ０．９３ （ １．００） １．９８ （ １．７４） １．９０ （ １．７９） －４．９１ （ －２．４９）

YEAR９６ １．１５ （ １．１７） ２．４０ （ １．９８） ２．４４ （ ２．１５） －０．９０ （ －０．４３）

Ajusted R―squared －０．００１６９０ －０．００１４２９ －０．００１０１７ ０．１１２２５５

Log likelihood －６７３０３．９ －６９９８１．５ －６９１５８．６ －７７１８５．０

Sum of Absolute ４１８０４０．０ ５１３３１３．０ ４８１９２４．０ ８９１７７８．０

residuals

N １３０４２ １３０４２ １３０４２ １３０４２

（ ）内はｔ値。以下同じ。
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�１ ６０歳以上の世帯

SAVE３についてみると、統計的に有意な変数

は金融資産と負債のみである。このように統計的

に有意な変数が少なく、必ずしも満足のいく結果

ではない。たとえば所得の符号は正であるあるも

の統計的に有意な結果は得られていない。これは

多重共線関係の生じた可能性がある７）。ただし所

得が有意では無いということに関してあり得るも

う一つの解釈は、家計がキャピタルゲイン・ロス

や住宅の減価償却を踏まえて行動しており、

SAVE３の概念ではその効果をとらえ切れていな

いということである。

実際にも、SAVE４に関しては所得は１％水準、

金融資産は５％水準で有意に正となっている。

各々符号条件を満たしている。実物資産が負とい

うのは、SAVE４がキャピタルゲイン・ロスを含

むことを考えると、妥当なものといえよう。

限界性向をみると、所得１００万円の増加は約

０．０９５％貯蓄率を増加させている。金融資産１０００

万円の増加は約０．０２７％貯蓄率を増加させている。

一見低い限界性向に見えるが、一部高齢者におけ

る金融資産蓄積の厚さを考えれば、無視できない

７）６０歳以上の勤労者世帯に限定し、グロスの年収に替えて可処分所得を用いた推計も行ったが結果は大きく変わるところはな
かった。

�２ ６０歳以上

従 属 変 数 SAVE１ SAVE２ SAVE３ SAVE４

CONSTANT －３８．３ （－０．３８）－７５．８ （－０．７１）－４９．２ （－０．４７）－２１１．９ （ －１．０２）

REALINCOME ０．１４E―０３ （ ０．４２） ０．１４E―０３ （ ０．４１） ０．１４E―０３ （ ０．４１） ０．９５E―０２ （ １４．１）

REALMONEY ０．１５E―０３ （ ２．７８） ０．１４E―０３ （ ２．４２） ０．１８E―０３ （ ３．２２） ０．２７E―０３ （ ２．３９）

REALDEBT －０．１２E―０３ （－０．５４） ０．１５E―０２ （ ６．４７） ０．１４E―０２ （ ６．３０） ０．２２E―０２ （ ４．８７）

REALESTATE －０．１１E―０４ （－０．６８） －０．１８E―０４ （－１．０８） －０．１５E―０４ （－０．９０） －０．１９E―０２ （－５９．４）

NUMBER －２．１７ （－１．６９） －１．６９ （－１．２３） －１．７１ （－１．２７） ４．１２ （ １．５５）

WORKER ３．１３ （ １．８１） １．６５ （ ０．８９） １．６４ （ ０．９１） －４．４３ （ －１．２４）

AGE １．４７ （ ０．５２） ２．６９ （ ０．８９） １．９０ （ ０．６４） ６．３１ （ １．０７）

AGE２ －１．０９ （－０．５５） －１．９９ （－０．９４） －１．４５ （－０．７０） －４．８５ （ －１．１７）

MAN ５．０７ （ １．４１） ４．５９ （ １．１９） ６．１１ （ １．６２） １．３６ （ ０．１８）

PARENT －２．４１ （－０．６１） ０．９６ （ ０．２３） －０．８９ （－０．２２） ４．５２ （ ０．５５）

EMP９９９ １２．２ （ ０．９９） １０．３ （ ０．７８） １５．３ （ １．１８） －４．１５ （ －０．１６）

EMP１０００ ０．４６ （ ０．０６５） －０．５１ （－０．０６８） ０．６１ （ ０．０８２） ３．１２ （ ０．２１）

EMPKANKOU －４．４３ （－０．６９） －８．７１ （－１．２８） －９．５３ （－１．４２） １４．７ （ １．１０）

MUSHOKU －２．６６ （－０．７９） －４．５０ （－１．２６） －４．８４ （－１．３８） ０．８５ （ ０．１２）

SHOUNIN －１．７０ （－０．５３） －３．６２ （－１．０５） －２．２１ （－０．６５） －２．３９ （ －０．３６）

KOJIN ７．２１ （ ０．９２） ０．２９ （ ０．０３５） －０．２８ （ ０．０３５） －１１．４ （ －０．７１）

HOUJIN －５．７９ （－１．１１） －８．７０ （－１．５６） －８．７８ （－１．６１） －７．５２ （ －０．６９）

JIYUU －４．９８ （－０．６６） －４．３２ （－０．５３） －３．３８ （－０．４３） ２５．７ （ １．６４）

YEAR９３ １．８４ （ ０．６１） ０．６０ （ ０．１９） １．５４ （ ０．４９） －２２．６ （ －３．６４）

YEAR９４ １．２４ （ ０．４３） ０．８９ （ ０．２９） １．４５ （ ０．４８） －１０．９ （ －１．８１）

YEAR９５ －０．３６ （－０．１３） －０．７１ （－０．２４） －０．１３ （－０．０４２） －１２．９ （ －２．１９）

YEAR９６ －０．４０ （－０．１３） １．０７ （ ０．３４） ２．３９ （ ０．７６） １．３０ （ ０．２１）

Ajusted R―squared －０．００５１５９ －０．００５８８６ －０．００５９０８ ０．０８９１１２

Log likelihood －２０２８１７．０ －２１０５３．７ －２０９７８．４ －２３４８３．８

Sum of Absolute １９９２５３．０ ２１２５７５．０ ２０８２４１．０ ４１３０７４．０

residuals

N ３６５８ ３６５８ ３６５８ ９３８４
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値のようにも考えられる。前期末１０００万円の実物

資産が０．１９％の貯蓄率低下につながっているのは、

改めて高齢者層における地価変動の効果を示すも

のといえる。

９３年度から９５年度の年度ダミーが負ということ

もこの間の地価下落を裏付けるものといえよう。

なお職業などにかかる変数については有意な結果

は得られていない。この点は５０代以下の現役世代

とは異なっている。

�２ ６０歳未満の世帯

SAVE３に関しては、所得は有意に負と符号条

件に反する結果となっている８）。ここでも多重共

線関係の存在が疑われる。ただし家計はキャピタ

ルゲインロスや住宅の減価償却を踏まえて行動し

ており、SAVE３の概念ではそれをとらえ切れて

いないので所得が符号条件を満たしていないとい

う解釈は、ここでも十分に成り立つ。

就業者数が有意に正であり、夫婦共働き世帯な

８）LADに替えて最小メディアン偏差法（Least Median of Squares, LMS）で推計した場合、所得は１％水準で有意に正であった。
しかしEMP１０００の係数が６１、KOJINの係数が－２００になる（いずれも１％水準で有意）等他の変数について説明困難な結果と
なった。また６０歳未満の勤労者世帯に限定し、グロスの年収に替えて可処分所得を用いた推計では所得は符号は負であるもの
の、統計的には有意ではなかった。

�３ ６０歳未満

従 属 変 数 SAVE１ SAVE２ SAVE３ SAVE４

CONSTANT １５．０ （ ２．７６） １１．５ （ １．５４） ８．８８ （ １．３１） １７．８ （ １．５４）

REALINCOME －０．１６E―０３ （－１．７８）－０．６４E―０３ （－５．２３）－０．６３E―０３ （－５．７１） ０．２１E―０２ （ １１．４）

REALMONEY ０．３５E―０３ （１４．３ ） ０．３５E―０３ （１０．７ ） ０．４３E―０３ （１４．３） ０．４８E―０３ （ ９．６４）

REALDEBT －０．１３E―０３ （－３．８７） ０．７３E―０３ （１５．８ ） ０．７３E―０３ （１７．３） ０．１３E―０２ （ １８．２７）

REALESTATE －０．４１E―０６ （－０．０８０） ０．９９E―０５ （ １．４３） １．００E―０５ （ １．５８）－０．１１E―０２ （－１０５．５）

NUMBER －０．５４ （－２．１８）－０．５６ （－１．６５）－０．７２ （－２．３０） ０．２０ （ ０．３８）

WORKER ０．５４ （ １．５２） ０．７９ （ １．６１） ０．９８ （ ２．１８） ２．３１ （ ３．０４）

AGE －０．１７ （－０．６４） ０．０１４ （ ０．０３８） ０．１９ （ ０．５９）－１．０６ （ －１．９１）

AGE２ －０．０１０ （－０．０３４）－０．１７ （－０．４０）－０．４１ （－１．０８） １．２２ （ １．８９）

MAN ２．８７ （ ２．６８） ３．４１ （ ２．３１） ３．８１ （ ２．８４） ４．５１ （ １．９８）

PARENT ０．７８ （ １．０８） ０．６２ （ ０．６２） ０．３８ （ ０．４１） ９．７９ （ ６．３６）

EMP９９９ －０．５５ （－０．４１） １．０６ （ ０．５８） ０．８２ （ ０．４９）－１．０１ （ －０．３６）

EMP１０００ ２．１６ （ ３．１５） ２．３２ （ ２．４６） ２．２５ （ ２．６２） １．２４ （ ０．８５）

EMPKANKOU ２．０４ （ ２．７３） １．８６ （ １．８１） ２．１１ （ ２．２６） ３．５２ （ ２．２２）

MUSHOKU －７．１９ （－３．３４）－７．５９ （－２．５７）－８．７６ （－３．２６）－５．６９ （ －１．２５）

SHOUNIN ２．４８ （ ３．０６） ０．９４ （ ０．８４） １．２５ （ １．２４） １．１２ （ ０．６５）

KOJIN ０．９８ （ ０．４９） ０．９２ （ ０．３３） ２．４１ （ ０．９６）－１．７０ （ －０．４０）

HOUJIN －０．６６ （－０．４６）－１．２７ （－０．６４）－０．５５ （－０．３０） ４．０８ （ １．３４）

JIYUU ２．５８ （ １．２０） ０．９６ （ ０．３３） １．４１ （ ０．５３） ２．３１ （ ０．５１）

YEAR９３ １．２０ （ １．５３） ２．６７ （ ２．４６） ２．５５ （ ２．５９）－８．０４ （ －４．８１）

YEAR９４ １．９６ （ ２．４７） ４．２８ （ ３．９３） ３．８２ （ ３．８６）－０．９８ （ －０．５８）

YEAR９５ １．２８ （ １．６０） ２．６５ （ ２．４０） ２．４９ （ ２．４９）－３．７０ （ －２．１７）

YEAR９６ １．５２ （ １．７６） ２．４５ （ ２．０７） ２．４０ （ ２．２３）－１．３２ （ －０．７２）

Ajusted R―squared －０．００２２４７ ０．０００５２３０ ０．００４７３０ ０．３３８８９６

Log likelihood －４５３９５．１ －４８３７９．３ －４７４８５．９ －５２４５５．９

Sum of Absolute ２１７７５２．０ ２９９２７６．０ ２７２０９８．０ ４６２１０４．０

residuals

N ９３８４ ９３８４ ９３８４ ３６５８

４５ 郵政研究所月報 ２０００．８



どで貯蓄率が高いことがうかがわれる。両親ダ

ミーはこのケースでは有意な結果は得られていな

い。

従業員１０００人以上、官公庁勤務が有意に正であ

る反面、無職ダミーが１％水準で有意に負という

ことは所得の安定性を反映しているのかもしれな

い。年次ダミーはいずれも有意に正であるが、金

融貯蓄や実物資産の取得売却が９７年の不況で落ち

込んだ可能性を示唆している。

SAVE４に関しては所得は１％水準で有意に正

と符号条件を満たしている。ただしその限界性向

は６０歳以上世帯の１／４以下であり、所得が資産

蓄積の格差に与える影響は現役世代の方が相対的

に弱いようである。実物資産は１％水準で有意に

負である。１０００万円の前期実物資産が０．１１％貯蓄

率を低下させている。

職業に関しては官公庁勤務ダミーのみが５％水

準で有意に正である。これは改めて公務員の安定

性を示しているのかもしれない。

年齢の効果が１０％水準で有意に反転しているこ

とが注目される。両親同居ダミーが１％水準で有

意に正であることも注目される。何故ならば高齢

者同居が家計の富の増加につながっていることを

示唆するからである９）。

（年齢の効果）

現役世代に貯蓄を進め、引退後に貯蓄を取り崩

して生活するというライフ・サイクルが成立して

いれば、年齢の効果は反転するはずである（ライ

フ・ステージの問題）。年齢の効果は、

年齢の効果＝b３＋（１／５０）＊b４＊AGE

で求められる。

反転する年齢は（b３とb４の符号が逆である

として）、また他の条件を一定として、AGE＝－

b３／（b４／５０）で計算される。

この時b３＞０かつb４＜０であれば、若い頃

貯蓄し高年になり取り崩していることを意味する。

b４＜０かつb５＞０であれば、若い頃は借金を

し高年になり貯蓄することを意味している。

ただし７０歳くらいでも貯蓄の取り崩しが起きて

いないとしても、そのこと自体は不思議ではない。

平均寿命、夫婦（男女間）の年齢差を考えれば男

（夫）が７０歳のケースで女性（妻）の平均余命は

約２０年前後あるからである。

貯蓄関数に関する統計的検定（F検定）によれ

ば世帯主が６０歳以上と５９歳以下では、消費、貯蓄

行動に相異があることがうかがわれる。そこで

SAVE３とSAVE４について二つのグループに関

してそれぞれの平均値の回りでの年齢別の推移を

試算してみる。なお年齢に関する変数が統計的に

有意であったのは６０歳未満のSAVE４に関する

ケースであるが、他のケースは多重共線関係が生

じたものとして議論を進める。

シュミレーションの条件は以下のとおりである。

�１５９歳以下のグループの条件

実質グロス年収 ７，４４２千円 実質金融資産

１０，１１３千円 実質負債 ４，０６５千円 実物資産

３９，８６４千円 家族 ３．６５人 就業者 １．７０人

世帯主性別＝男性 両親＝同居 勤務先企業規

模 ５００～９９９人

�２６０歳以上のグループの条件

実質グロス年収 ５，７０３千円 実質金融資産

１９，３７６千円 実質負債 １，３０３千円 実物資産

５９，５０１千円 家族 ２．５７人 就業者 １．０５人

世帯主性別＝男性 両親＝同居無し 無職

SAVE３に関しては６０歳以上のグループでは高

齢になっても、平均値の回りでは取り崩しは起き

９）子供と同居している高齢者が、独立している高齢者と比較してより豊であるのかあるいは貧しいのかに関しては、議論が分か
れるところである。後述する２０代における資産格差の圧倒的な大きさと合わせると、同居高齢者が貧しいとする一部の議論は
十分な検証が必要なように考えられる。
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ていない。所得や資産にかかる平均値は６０歳以上

のグループのものなので、７０歳や８０歳の階層では

かなり高めにでている可能性に配慮する必要はあ

ろう。また６０歳未満のグループでは２０、３０代では

所得、資産がかなり高めにでていよう。しかしこ

の問題があるにせよ、７０歳や８０歳という高齢者に

おけるSAVE３の高さをライフサイクル仮説や戦

略的遺産動機で説明することはいささか困難なよ

うに思われる。貯蓄関数に関しては利他的な遺産

動機の形成と併せて考える必要があろう。

SAVE４に関しては６０歳以上のグループでは５０

―６０％のマイナスとなっている。これは実物資産

下落の影響といえよう。６０歳未満では２０代が若干

のプラスであるほかはマイナスとなっている。

６０歳以上のグループにせよ６０歳未満のグループ

にせよ、地価下落が続く限りSAVE４でみたマイ

ナス貯蓄率を回避することは困難なように見える。

４ 消費の動き

�１ 全体的な動き

消費の全体的な動きを把握するために９３―９７年

について一人当たり消費支出合計（CONS）と食

費（FOOD）を取り上げる。

消費支出合計は家計全体の動きを理解する上で

有益ではあるが、その中には自動車や家電など耐

久消費財と半耐久消費財を含むので動きが激しい

という問題がある。これに対し食費は、各種消費

支出の中でも安定した動きを示すことが知られて

いる。両者を併せみることで家計の消費行動をよ

りよくみれるであろう。

ただし消費支出合計と食費のいずれにせよ貯蓄

よりは安定した動きを示すことが期待される。こ

れは生活内容、生活水準は急変できないという消

費の慣習性や家計が所得についてある程度長期の

見通しを持って消費に充当していると考えられる

ためである。言い換えれば外部環境の変化は消費

よりも貯蓄により激しく反映されているであろう。

なお分析は月次のパネルデータに関しplain

LADで行った１０）。

（定式化）

具体的には以下のような定式化を試みた。

CONSit＝a０＋a１＊REALINCOMEit

＋a２＊REALMONEYi, t－１

＋a３＊REALDEBTi, t－１

＋a４＊REALESTATEi, t－１

＋a５＊JYUUTAKUHENKAit

＋a６＊TOCHIHENKAit

＋b１＊NUMBERit＋b２＊AGEit

＋b３＊AGE２it

＋c１＊YEAR９３＋c２＊YEAR９４

＋c３＊YEAR９５＋c４＊YEAR９６

SAVE３の試算 （％）

５９歳以下 ６０歳以上

２０歳 １７．８５ ６０歳 １６．５４

３０歳 １７．７２ ６７．５歳 １６．８９

４０歳 １６．７７ ７０歳 １６．６５

４４歳 １６．５７ ７５歳 １５．６１

５０歳 １５．００ ８０歳 １３．８４

５５歳 １３．８１

SAVE４ （％）

５９歳以下 ６０歳以上

２０歳 １．３６ ６０歳 △５０．５２

３０歳 △３．１４ ６７．５歳 △５１．８０

４０歳 △５．２０ ７０歳 △５０．４６

４４歳 △６．５８ ７５歳 △５４．０７

５０歳 △４．８２ ８０歳 △６０．１１

５５歳 △３．７２

１０）年間所得や資産は分析期間を通じて一定なのでこのような処理を行った。
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＋dΣMONTH＋e１＊MYHOME

＋e２＊KANSHA＋errit ２）

FOODit＝a０＋a１＊REALINCOMEit

＋a２＊REALMONEYi, t－１

＋a３＊REALDEBTi, t－１

＋a４＊REALESTATEi, t－１

＋a５＊JYUUTAKUHENKAit

＋a６＊TOCHIHENKAit

＋b１＊NUMBERit＋b２＊AGEit

＋b３＊AGE２it

＋c１＊YEAR９３＋c２＊YEAR９４

＋c３＊YEAR９５＋c４＊YEAR９６

＋dΣMONTH＋errit ３）

CONS 実質一人当たり消費支出

FOOD 実質一人当たり食費

JYUUTAKUHENKA 住宅の償却額

TOCHIHENKA 土地評価額の増減

MON１～MON１２ 月次ダミー

MYHOME 持ち家ダミー

KANSHA 社宅ダミー

符号条件として、所得、金融資産は正、負債は

負が期待される。実物資産は正が期待される。

ここで住宅償却額と土地評価額の増減は、実質

的な資産や所得の増減に与える影響をみるもので

ある。前者は負、後者は正が期待される。家族人

員数は、家計の規模の経済をみるもであり、規模

の経済が働いていれば負となることが期待される。

消費支出関数にある持ち家ダミーと社宅ダミーは

表５ 消費に関する記述統計

�１ ６０歳以上世帯（N＝：１７２４５） �２ ２０―５０代世帯（N＝：４５８２２）

平 均 標準偏差 最 小 最 大 平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS １１８．１ １０９．９ ２５．１ ４４３４．６ CONS １０５．１ ９３．３ ２５．０ ３５４７．１

FOOD ２８．７ １３．４ ５．１３ １５０．８ FOOD ２３．５ １１．１ ３．６８ １７２．７

REALINCOME ５６４８．３ ３６４２．４ ９．６２ ２５５３６．３ REALINCOME ７４６０．４ ３５３３．３ ９．２３４ ２６５４９．６

REALMONEY １９２２０．２ １７７００．８ ０ ９００５０．８ REALMONEY １０１２８．９ １１４１１．７ ０ ８９９６９．２

REALDEBT １２９８．１ ４４２２．５ ０ ４６２８０．２ REALDEBT ４０４５．２ ７５２３．８ ０ ４６２９０．５

REALESTATE ５９３６３．１ ６１２１５．６ ０４２４７４５．９ REALESTATE ３９１５４．７ ５１７１７．６ ０４２４６０３．０

JYUTAKUHENKA －１７２．６ ２０４．５ －２１８１．８ ０ JYUTAKUHENKA －１６４．８ ２５３．８ －７４３５．３ ０

TOCHIHENKA －４５０５．６ １０３６３．１ －９３３８０．２１０２７５９．１ TOCHIHENKA －２５９０．９ ７５０１．１ －９３３８０．２１０３７９７．１

NUMBER ２．５７ １．０２ ２ ８ NUMBER ３．６６ １．１７ ２ １０

AGE ６７．６ ６．０９ ６０ ９５ AGE ４４．１ ９．０８ ２０ ５９

AGE２ ４６．１ ８．６０ ３６ ９０．３ AGE２ ２０．２ ７．８７ ４ ３４．８

YEAR９３ ０．１３９ ０．３４５ ０ １ YEAR９３ ０．１６９ ０．３７５ ０ １

YEAR９４ ０．２２９ ０．４２０ ０ １ YEAR９４ ０．２５８ ０．４３７ ０ １

YEAR９５ ０．２４１ ０．４２８ ０ １ YEAR９５ ０．２３５ ０．４２４ ０ １

YEAR９６ ０．１９２ ０．３９４ ０ １ YEAR９６ ０．１７０ ０．３７５ ０ １

MON １ ０．１３９ ０．３４６ ０ １ MON １ ０．１４２ ０．３４９ ０ １

MON ２ ０．０９３１ ０．２９１ ０ １ MON ２ ０．０９３３ ０．２９１ ０ １

MON ３ ０．０４９２ ０．２１６ ０ １ MON ３ ０．０４５０ ０．２０７ ０ １

MON ８ ０．０４６６ ０．２１１ ０ １ MON ８ ０．０４９２ ０．２１６ ０ １

MON１０ ０．１７２ ０．３７７ ０ １ MON１０ ０．１７４ ０．３７９ ０ １

MON１１ ０．１８３ ０．３８７ ０ １ MON１１ ０．１８１ ０．３８５ ０ １

MON１２ ０．２１２ ０．４０９ ０ １ MON１２ ０．２０５ ０．４０４ ０ １

MYHOME ０．８９２ ０．３１０ ０ １ MYHOME ０．６１７ ０．４８６ ０ １

KANSHA ０．００４８１ ０．０６９２ ０ １ KANSHA ０．１０５ ０．３０６ ０ １

注）JYUTAKUHENKA, TOCHIHENKA 千円
以下の表において同じ。
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家賃に与える影響を考慮するものである。

記述統計は表５のとおりである。

�２ 主な特徴

消費関数の推計結果は表６に示すとおりである。

消費支出合計や食費に関しても６０歳以上と６０歳

未満とで係数が異なるかどうかのChowテストを

行った。結果は次のようであった。

CONS ６．７０

FOOD ２１．６２

自由度２３，６３０４１のF分布の５％水準の臨界値は

１．５２９、１％水準の臨界値は１．８１１である。自由度

２１，６３０４５のF分布の５％水準の臨界値は１．５５６、

１％水準の臨界値は１．８５４である。いずれも６０歳

以上と６０歳未満とで係数が同じであるという帰無

仮説は１％水準で棄却されている。

（消費支出合計）

６０歳以上、６０歳未満の両グループとも所得、資

産に関する変数は１％水準で有意に正、負債は

１％水準で有意に負であり、符号条件を満たして

いる。ただし住宅償却は６０歳以上については有意

に負であるが、６０歳未満に関しては１％水準で有

意に正であり符号条件を満たしていない。

いずれのグループでも家族人員も１％水準で有

表６ 消費の推計結果

�１ 全 体

従 属 変 数 CONS FOOD

CONSTANT ７６．６ （ ３２．９） ７．３６ （ １８．８）

REALINCOME ０．５６E―０２ （ １０３．４） ０．５８E―０３ （ ６３．９）

REALMONEY ０．４５E―０３ （ ３３．３） ０．３９E―０４ （ １６．８）

REALDEBT －０．１９E―０３ （ －６．９９） －０．６７E―０５ （ －１．４７）

REALESTATE ０．４９E―０４ （ ７．４９） ０．４４E―０５ （ ４．１８）

JYUTAKUHENKA ０．２３E―０２ （ ２．６５） －０．２５E―０３ （ －１．７２）

TOCHIHENKA ０．２２E―０３ （ ６．０７） －０．２０E―０４ （ －３．２３）

NUMBER －１７．６ （－１１４．１） －３．０５ （－１１６ ）

AGE １．３１ （ １４．２） ０．７４ （ ４７．７）

AGE２ －１．４１ （ －１６．１） －０．６２ （ －４１．９）

YEAR９３ １．４７ （ ２．４６） １．３９ （ １３．６）

YEAR９４ ０．４２ （ ０．８０） １．０２ （ １１．４）

YEAR９５ ０．２９ （ ０．５５） ０．１８ （ ２．００）

YEAR９６ ０．１４ （ ０．２５） ０．４１ （ ４．３１）

MON １ ５．６０ （ ８．２４） －１．９２ （ －１６．５）

MON ２ －４．７２ （ －６．２９） －１．４８ （ －１１．５）

MON ３ ６．８８ （ ７．３９） ０．５０ （ ３．１６）

MON ８ ９．１３ （ １０．０） １．５８ （ １０．２）

MON１０ ３．１９ （ ４．９６） ０．５７ （ ５．２１）

MON１１ １．２０ （ １．８７） －０．５５ （ －５．０４）

MON１２ ２５．１ （ ４０．２） ５．４４ （ ５１．０）

MYHOME －６．４７ （ －１２．０）

KANSHA －０．６０ （ －０．８６）

Ajusted R―squared ０．１７８００８ ０．３０１２１５

Log likelihood －３４２２３４．０ －２３１００６．０

Sum of Absolute ０．２６３７４６E＋０７ ４５２１０６．０

residuals

N ６３０６７ ６３０６７

４９ 郵政研究所月報 ２０００．８



意に負であり、規模の経済が働いている事が分か

る。家族人員が１人増えると、一人当たり消費支

出は２１千円から１７千円減少することがうかがわれ

る。

消費支出合計に関してその定数項の値（絶対的

消費水準）は６０歳以上の世帯の方が５０代以下より

も高くなっている。これは高齢者家計の方が相対

的に豊かな消費水準を享受している可能性がある

ことを示唆している。ただし所得の限界性向は約

０．００６（収入が１万円増えると消費が６００円増加す

る）で高齢者と現役世代では余り差がない。

地価下落の影響は６０歳以上の世帯の方が相対的

に大きい（１万円の増減が３０円と２４円ずつ影響す

る）が、いずれにせよ短期的な消費に与える影響

は軽微である１１）。この点は貯蓄関数とは異なるも

のである。

日本の家計行動にボーナス効果があることが知

られている１２）。また消費に季節変動があることも

つとに知られるところである。１２月の消費は９月

に比べて２９千円（６０歳以上）から２４千円（６０歳未

満）高い。これはボーナス月の影響の強さを改め

て示す。また８月も１１千円から９千円高いが、夏

�２ ６０歳以上

従 属 変 数 CONS FOOD

CONSTANT ７４．４ （ １．８８） １．２５ （ ０．１８）

REALINCOME ０．５７E―０２ （ ４７．３） ０．６７E―０３ （ ３１．５）

REALMONEY ０．５５E―０３ （ ２４．８） ０．３３E―０４ （ ８．２９）

REALDEBT －０．２９E―０３ （ －３．３１） ０．２５E―０４ （ １．５８）

REALESTATE ０．７０E―０４ （ ５．８２） ０．６２E―０５ （ ２．９８）

JYUTAKUHENKA －０．６０E―０２ （ －２．９４） －０．１６E―０２ （ －４．５９）

TOCHIHENKA ０．３０E―０３ （ ４．４８） －０．２３E―０４ （ －１．９４）

NUMBER －２１．２ （－５３．４） －３．９２ （－５５．３）

AGE １．４１ （ １．２６） ０．９４ （ ４．６９）

AGE２ －１．４５ （ －１．８４） －０．７５ （ －５．３１）

YEAR９３ １．０６ （ ０．７９） ０．５６ （ ２．３５）

YEAR９４ －１．４２ （ －１．２５） ０．８４ （ ４．１０）

YEAR９５ －１．４２ （ －１．２６） －０．２７ （ －１．３３）

YEAR９６ ０．６４ （ ０．５４） －０．２９ （ －１．３８）

MON １ ３．４７ （ ２．２９） －３．４８ （－１２．８）

MON ２ －３．２６ （ －１．９６） －１．９８ （ －６．６５）

MON ３ ９．０８ （ ４．５１） ０．６３ （ １．７６）

MON ８ １１．１ （ ５．４６） ２．５４ （ ６．９４）

MON１０ ７．２７ （ ５．０６） １．４１ （ ５．４８）

MON１１ ４．９０ （ ３．４５） －０．４３ （ －１．７０）

MON１２ ２８．６ （ ２０．７） ９．１２ （ ３６．８）

MYHOME －４．０７ （ －３．０６）

KANSHA －８．９０ （ －１．６４）

Ajusted R―squared ０．１３３１２３ ０．２４５７５０

Log likelihood －９６００７．９ －６６３４９．５

Sum of Absolute ８３０１９９．０ １４８６８６．０

residuals

N １７２４５ １７４２５

１１）９４年の全国消費実態調査によった竹澤・松浦［１９９７］も同様の結果を示している。
１２）ボーナス効果についてIshikawa and Ueda［１９８４］参照。

５０郵政研究所月報 ２０００．８



の休暇の影響を反映しているとみられる。

（食費関数）

食費についても消費支出合計と概ね同様の傾向

にある。子細にみると６０歳以上では住宅償却が

１０％水準で有意に負となっている。月次の動きで

は１月が有意に負となっていることが注目される。

６０歳未満では、住宅償却が有意ではなくなった

反面、実物資産の変化が１％水準で有意に負と

なっている。

�３ 新しい消費と伝統的な消費

近年PHSや携帯電話の登場で情報通信分野など

での新しいタイプの消費需要創出が注目されてい

る。ここでは新しい消費として携帯やPHSを含む

電話料支出と伝統的な消費として郵便と宅配便を

考え、その簡単な比較を試みる。それにより新し

いタイプの消費にどのような特徴があるのかをみ

てみる。

家計について９３―９７年の各月の郵便、電話、宅

配便の支出の有無をみると以下のようである。

郵便支出のある世帯 （月単位）３０．８％

電話料支出のある世帯（月単位）８８．９％

宅配便支出のある世帯（月単位）２４．２％

以下支出の有無を電話（TELECOM）、郵便

（POST）、宅配（UNSOU）と表記する。携帯を

含む電話料支出のある世帯の比率が圧倒的に高い

�３ ６０歳未満

従 属 変 数 CONS FOOD

CONSTANT ５９．４ （ １４．６） ０．５２ （ ０．０７７）

REALINCOME ０．５８E―０２ （ ９２．９） ０．６０E―０３ （ ５８．７ ）

REALMONEY ０．３３E―０３ （ １８．０） ０．４０E―０４ （ １３．１ ）

REALDEBT －０．１７E―０３ （ －６．３９） －０．８９E―０５ （ －１．９９）

REALESTATE ０．４８E―０４ （ ６．１４） ０．３２E―０５ （ ２．６８）

JYUTAKUHENKA ０．４０E―０２ （ ４．３１） －０．１０E―０５ （－０．００６６）

TOCHIHENKA ０．２４E―０３ （ ５．４６） －０．２４E―０４ （ －３．３５）

V１２ －１６．８ （－９６．８） －２．９５ （ －１０２）

V１５ ２．０１ （ １０．１） １．０９ （ ３２．８ ）

AGE２ －２．２４ （ －９．７１） －１．０５ （－２７．４ ）

YEAR９３ １．８５ （ ２．８３） １．５４ （ １４．１ ）

YEAR９４ ０．９６ （ １．６６） １．０７ （ １１．０ ）

YEAR９５ ０．９０ （ １．５３） ０．３２ （ ３．２６）

YEAR９６ ０．４６ （ ０．７３） ０．５０ （ ４．７２）

MON１ ６．６１ （ ８．８６） －１．４２ （－１１．４ ）

MON２ －４．６３ （ －５．６１） －１．３１ （ －９．５２）

MON３ ５．７１ （ ５．５３） ０．５４ （ ３．１５）

MON８ ８．６５ （ ８．７０） １．３５ （ ８．１６）

MON１０ ２．３８ （ ３．３８） ０．４７ （ ４．０２）

MON１１ ０．８１ （ ０．２６） －０．５４ （ －４．６１）

MON１２ ２４．０ （ ３５．０） ４．４９ （ ３９．４ ）

MYHOME －７．０８ （－１２．１）

KANSHA －１．１４ （ －１．６８）

Ajusted R―squared ０．１９７５４８ ０．３０２５６６

Log likelihood －２４５８０７．０ －１６３７１２．０

Sum of Absolute ０．１８００８３E＋０７ ３００１８７．０

residuals

N ４５８２２ ４５８２２

５１ 郵政研究所月報 ２０００．８



ことがわかる。

なお以下電話、郵便、宅配の支出水準（世帯当

たりの実質支出の対数値）を各々、LTELECOM、

LPOST、LTAKUHAIと表記する。

（Sample Selection Modelの推計）

ゼロ支出のサンプルがあるので、ここでは

Sample Selection Modelで各々の支出を推計す

る１３）。具体的には以下の定式化を試みた１４）。

P＊＝a０＋a１＊REALINCOMEit

＋a２＊REALMONEYi, t－１

＋a３＊REALDEBTi, t－１

＋a４＊MYHOME＋u１it ４a）

L＊＝a０＋a１＊REALINCOMEit

＋a２＊REALMONEYi, t－１

＋a３＊REALDEBTi, t－１

＋a４＊MYHOME

＋b１＊AGEit＋b２＊AGE２it＋b３＊NUMBERit

＋b４＊UNIVERSITY＋b５＊HIGHSCHOOL

＋b６＊MERCHANT＋b７＊PRIVATE

＋cΣMONTH

＋d１＊YEAR９３＋d２＊YEAR９４

＋d３＊YEAR９５＋d４＊YEAR９６＋u２it ４b）

�４ ６０歳以上

従 属 変 数 CONS FOOD

CONSTANT ７４．４ （ １．８８） １．２５ （ ０．１８）

REALINCOME ０．５７E―０２ （ ４７．３） ０．６７E―０３ （ ３１．５）

REALMONEY ０．５５E―０３ （ ２４．８） ０．３３E―０４ （ ８．２９）

REALDEBT －０．２９E―０３ （ －３．３１） ０．２５E―０４ （ １．５８）

REALESTATE ０．７０E―０４ （ ５．８２） ０．６２E―０５ （ ２．９８）

JYUTAKUHENKA －０．６０E―０２ （ －２．９４） －０．１６E―０２ （ －４．５９）

TOCHIHENKA ０．３０E―０３ （ ４．４８） －０．２３E―０４ （ －１．９４）

NUMBER －２１．２ （－５３．４） －３．９２ （－５５．３）

AGE １．４１ （ １．２６） ０．９４ （ ４．６９）

AGE２ －１．４５ （ －１．８４） －０．７５ （ －５．３１）

YEAR９３ １．０６ （ ０．７９） ０．５６ （ ２．３５）

YEAR９４ －１．４２ （ －１．２５） ０．８４ （ ４．１０）

YEAR９５ －１．４２ （ －１．２６） －０．２７ （ －１．３３）

YEAR９６ ０．６４ （ ０．５４） －０．２９ （ －１．３８）

MON １ ３．４７ （ ２．２９） －３．４８ （－１２．８）

MON ２ －３．２６ （ －１．９６） －１．９８ （ －６．６５）

MON ３ ９．０８ （ ４．５１） ０．６３ （ １．７６）

MON ８ １１．１ （ ５．４６） ２．５４ （ ６．９４）

MON１０ ７．２７ （ ５．０６） １．４１ （ ５．４８）

MON１１ ４．９０ （ ３．４５） －０．４３ （ －１．７０）

MON１２ ２８．６ （ ２０．７） ９．１２ （ ３６．８）

MYHOME －４．０７ （ －３．０６）

KANSHA －８．９０ （ －１．６４）

Ajusted R―squared ０．１３３１２３ ０．２４５７５０

Log likelihood －９６００７．９ －６６３４９．５

Sum of Absolute ８３０１９９．０ １４８６８６．０

residuals

N １７２４５ １７２４５

１３）Sample Selection ModelについてはMaddala［１９８３］、縄田［１９９７］参照。
１４）ここでは世代別の推計は試みない。

５２郵政研究所月報 ２０００．８



P＊ 各々の支出の有無

L＊ 各々の支出水準

UNIVERSITY 大学生の数

HIGHSCHOOL 中高生の数

u１it, u２it 誤差項、二変量正規分布を仮定

記述統計と推計結果は次に掲げるとおりである。

（電話、郵便、宅配の支出の有無に関する特徴）

電話の支出の有無は、所得の水準に依存しない

（所得のLINCOMEの係数が統計的に有意ではな

い）。これは今日では電話のない生活は考えられ

ないことを示唆している。

（電話、郵便、宅配の支出水準に関する特徴）

所得にかかるパラメータの大きさは宅配便、電

話、郵便の順である。これから伝統的タイプとみ

られる宅配便が意外と所得弾性値が高いことがう

かがわれる。これには宅配便の新規需要開拓効果

があるのかもしれない。

持ち家ダミーは郵便と宅配便に関しては有意に

正であるが、電話は１％水準で有意に負である。

相対的に持ち家世帯で郵便、宅配の需要が高い。

家族人員は逆の結果である。家族人員が多いと携

帯電話などの保有・利用が増加することが考えら

れる。係数の大きさからすると大学生（UNIVER-

SITY）は電話指向、中高生（HIGHSCHOOL）

は郵便指向であることがうかがわれる。これは遊

びとしての携帯電話、受験勉強としての郵便利用

�５ ６０歳未満

従 属 変 数 CONS FOOD

CONSTANT ５９．４ （ １４．６） ０．５２ （ ０．０７７）

REALINCOME ０．５８E―０２ （ ９２．９） ０．６０E―０３ （ ５８．７ ）

REALMONEY ０．３３E―０３ （ １８．０） ０．４０E―０４ （ １３．１ ）

REALDEBT －０．１７E―０３ （ －６．３９） －０．８９E―０５ （ －１．９９ ）

REALESTATE ０．４８E―０４ （ ６．１４） ０．３２E―０５ （ ２．６８ ）

JYUTAKUHENKA ０．４０E―０２ （ ４．３１） －０．１０E―０５ （ －０．００６６）

TOCHIHENKA ０．２４E―０３ （ ５．４６） －０．２４E―０４ （ －３．３５ ）

NUMBER －１６．８ （－９６．８） －２．９５ （ －１０２）

AGE ２．０１ （ １０．１） １．０９ （ ３２．８ ）

AGE２ －２．２４ （ －９．７１） －１．０５ （－２７．４ ）

YEAR９３ １．８５ （ ２．８３） １．５４ （ １４．１ ）

YEAR９４ ０．９６ （ １．６６） １．０７ （ １１．０ ）

YEAR９５ ０．９０ （ １．５３） ０．３２ （ ３．２６ ）

YEAR９６ ０．４６ （ ０．７３） ０．５０ （ ４．７２ ）

MON １ ６．６１ （ ８．８６） －１．４２ （－１１．４ ）

MON ２ －４．６３ （ －５．６１） －１．３１ （ －９．５２ ）

MON ３ ５．７１ （ ５．５３） ０．５４ （ ３．１５ ）

MON ８ ８．６５ （ ８．７０） １．３５ （ ８．１６ ）

MON１０ ２．３８ （ ３．３８） ０．４７ （ ４．０２ ）

MON１１ ０．８１ （ ０．２６） －０．５４ （ －４．６１ ）

MON１２ ２４．０ （ ３５．０） ４．４９ （ ３９．４ ）

MYHOME －７．０８ （－１２．１）

KANSHA －１．１４ （ －１．６８）

Ajusted R―squared ０．１９７５４８ ０．３０２５６６

Log likelihood －２４５８０７．０ －１６３７１２．０

Sum of Absolute ０．１８００８３E＋０７ ３００１８７．０

residuals

N ４５８２２ ４５８２２

５３ 郵政研究所月報 ２０００．８



（通信添削など）があるのかもしれない。これに

対し宅配便はいずれも有意な結果は得られていな

い。世帯主の職業で商人、個人営業が電話で１％

水準で有意に正、個人営業が１０％水準で宅配便で

有意に正ということは、職業により利用メディア

の形態に差があることをうかがわせる。

月次変動で郵便が１１、１２月が１％水準で有意に

正というのは年賀状を反映していよう。宅配便が

１２月有意に正ということは歳暮利用を反映してい

よう。

年次での推移をみると電話、郵便とも９３年以降

概ね上昇傾向にある。そのテンポは電話の方が高

いようである。

これらからすると新しいタイプの消費は強いが、

古いタイプの消費も意外と健闘しているといえよ

う。

５ ９０年代の分配

�１ 概 観

同じ世代内の動きと世代間の動きで、社会全体

の分配の平等・不平等の程度は影響される。その

ためにここでは全体の動きと世代毎にみた動きを

併せて検討する。

（分析対象）

９３年と９７年について全体と世代別に

消費出合計（１２月）

食費（１２月）

年収（税込み）

正味資産

を取り上げて分析する。

計算方法としては負値を含まない消費支出合計、

食費、税込み年収に関してはジニ係数、タイルの

尺度、アトキンソンの尺度によった。負値を含む

正味資産についてはジニ係数によった１５）。

分析単位としては伝統的に取り上げられてきた

世帯当たり、一人当たりの数値に加えて最近国際

比較などで用いられるようになった世帯人員の

（１／２）乗で除した値１６）を計算した。なお分析

は名目ベースの金額である。

（この間のマクロ経済の特徴等と分配）

土地、株価の下落は富裕層の資産の減少を通じ

て資産格差の減少につながることが予想される。

したがって正味資産の分配は平等化に向かったこ

とが予想される。高齢化が進むと全体としての不

平等は進む傾向にあることが予想される。わが国

の近年の高齢化は全体としての消費、所得に影響

表７ 電話、郵便、宅配等に関する記述統計

平 均 標準偏差 最 小 最 大

POST ０．３０８ ０．４６２ ０ １

TELECOM ０．８８９ ０．３１４ ０ １

UNSOU ０．２４２ ０．４２８ ０ １

LYUBIN ２．１６７ ３．３４２ ０ １１．１３０

LDENWA ７．５６６ ２．７５５ ０ １１．７４７

LTAKUHAI １．７７７ ３．１８０ ０ １２．２０９

LINCOME ８．７３４ ０．５５９ ２．２２３ １１．５２３

LMONEY ８．７８３ １．６５１ ０ １２．８１５

LDEBT ３．３６６ ４．１６７ ０ １２．７３７

MYHOME ０．７００ ０．４５８ ０ １

AGE ５０．７ １３．４３８ ２０ ９５

AGE２ ２７．５ １４．１１９ ４ ９０．２５０

NUMBER ３．３６ １．２３９ ２ １０

UNIVERSITY ０．０５０ ０．２４１ ０ ３

HIGHSCHOL ０．１３９ ０．３８４ ０ ２

MERCHANT ０．１３８ ０．３４５ ０ １

PRIVATE ０．０１６ ０．１２４ ０ １

MONTH ８ ０．０４８ ０．２１４ ０ １

MONTH１０ ０．１７３ ０．３７８ ０ １

MONTH１１ ０．１８２ ０．３８６ ０ １

MONTH１２ ０．２０７ ０．４０５ ０ １

YEAR９３ ０．１６２ ０．３６８ ０ １

YEAR９４ ０．２５１ ０．４３３ ０ １

YEAR９５ ０．２３７ ０．４２５ ０ １

YEAR９６ ０．１７５ ０．３８０ ０ １

N＝６４８５９

１５）計算方法等については松浦・滋野［１９９６］参照。
１６）OECD［２０００］参照。
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している可能性がある。

不景気や雇用の悪化については、世代内や世代

間で異なる影響を与えた可能性があり、予め明瞭

なことは言えない。ただし所得や資産に比べて消

費、特に食費は相当程度安定していることが期待

される。

�２ 平均値

各項目に関する水準等をまずみてみる。全体、

世代毎の平均は表９に示すとおりである。

全サンプルで９３年と９７年を比較すると消費支出

合計、食費、グロスの年収、正味資産は、一人当

たりグロスの年収を除く全ての項目で、９７年の値

が９３年を下回っている。そこで差の検定を行うと

次のようであった。

表８ 郵便、電話、宅配便の消費需要関数推計結果（Sample Selection Estimation）

Probit Dependent variable POST TELECOM UNSOU

CONSTANT －１．９０ （ －２３．０ ） １．０３ （ １０．３） －３．０２ （－３４．０）

LINCOME ０．０８６ （ ８．４６） －０．０１１ （ －０．８８） ０．１５ （ １３．８）

LMONEY ０．０８２ （ ２２．１ ） ０．０３５ （ ８．６２） ０．１１ （ ２５．６）

LDEBT ０．１５E―０２ （ １．１５） ０．４１E―０２ （ ２．４９） －０．５９E―０２ （ －４．２４）

MYHOME －０．１１ （ －９．３５） －０．０７６ （ －４．９７） ０．１１ （ ８．１９）

Regression Dependent variable LYUBIN LDENWA LTAKUHAI

CONSTANT ７．８９ （ ３７．８ ） ６．６４ （１１２．２） １．９７ （ １０．６）

LINCOME ０．１９ （ ８．０１） ０．２３ （ ３４．６） ０．２７ （ １５．０）

LMONEY －０．１０ （ －１２．０ ） －０．０２６ （－１２．２） ０．０９３ （ １３．０）

LDEBT ０．１６E―０２ （ ０．５７） ０．５３E―０２ （ ６．５２） －０．２５E―０２ （ －１．１２）

MYHOME ０．２１ （ ７．５５） －０．０３１ （ －３．９１） ０．０４９ （ ２．１０）

AGE －０．０１７ （ －３．５８） ０．０１１ （ ６．８９） ０．０２４ （ ５．６２）

AGE２ ０．０１８ （ ４．００） －０．９８E―０２ （ －６．３２） －０．０１４ （ －３．５９）

NUMBER －０．０２１ （ －２．６４） ０．０１７ （ ６．１４） －０．０４４ （ －５．９５）

UNIVERSITY ０．０８５ （ ２．４８） ０．１８ （ １５．０） －０．０４８ （ －１．６４）

HIGHSCHOOL ０．１３ （ ５．６３） ０．０６７ （ ８．２６） ０．０３１ （ １．４７）

MERCHANT －０．０５０ （ －１．８２） ０．２０ （ ２２．７） －０．０３０ （ －１．３０）

PRIVATE －０．４０E―０２ （ －０．０５２） ０．１９ （ ７．６１） ０．１２ （ １．９２）

MONTH １ ０．２３ （ ６．１５） －０．０３４ （ －２．８６） －０．０５２ （ －１．６２）

MONTH ２ ０．０７０ （ １．５８） －０．０４２ （ －３．２８） －０．０９７ （ －２．６５）

MONTH ３ ０．０１６ （ ０．３０） －０．０２６ （ －１．６４） ０．０３３ （ ０．７４）

MONTH ８ ０．０６８ （ １．３７） －０．０２０ （ －１．２５） ０．０４３ （ １．０７）

MONTH１０ ０．２７ （ ７．２７） ０．６７E―０２ （ ０．６０） －０．０２３ （ －０．７６）

MONTH１１ １．８６ （ ５６．９ ） －０．０２９ （ －２．６７） ０．０１６ （ ０．５４）

MONTH１２ １．１９ （ ３６．０ ） －０．０２５ （ －２．２８） ０．２１ （ ７．７７）

YEAR９３ －０．２７ （ －９．６５） －０．２３ （－２２．６） －０．０５４ （ －２．１８）

YEAR９４ －０．１７ （ －６．７６） －０．２５ （－２７．７） －０．０４６ （ －２．０４）

YEAR９５ －０．１０ （ －３．９０） －０．１６ （－１７．６） －０．０８１ （ －３．５９）

YEAR９６ －０．０７８ （ －２．７８） －０．０８０ （ －８．２４） －０．０３４ （ －１．３８）

σ ２．０１ （ １０８．６ ） ０．７５ （２５７．７） １．３１ （ ６９．３）

ρ －０．９３ （－３０２．２ ） －０．６６ （－６８．３） ０．８３ （ ８８．２）

Log likelihood －７１６９９．０ －８３１８８．２ －５５７９０．８

N ６４８５９ ６４８５９ ６４８５９

Number of positive obs. ２００００ ５７６８０ １５６８４

（ ）内は漸近的t値

５５ 郵政研究所月報 ２０００．８



表９ 消費支出等に関する記述統計

�１ ９３年の記述統計

９３年全体

N＝３０６２

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ４２７７８４．３ ３１７４０４．１ ４７９９４ ３９７６０１５

PERCONS １３６４２４．５ １１０４６６．３ ２３９９７ １３９５１４５

SQCONS ２３７７８５．０ １７７１２７．６ ３３９３６．９１９７３０３３．０

FOOD １００３８０．０ ４５２２３．２ １６０９４ ３６６６７１

PERFOOD ３１５６３．４ １５５２４．３ ５２４２ １６２７３４

SQFOOD ５５３８８．７ ２３７６０．７ １０３４９．６ ２３０１４０．６

INCOME ７２８．２ ４７２．８ ６０ ８７２０

PERINCOME ２２９．５ １５９．８ １９ ２９０６．７

SQINCOME ４０２．５ ２５８．１ ４２．４ ５０３４．５

WELTH ６５４１．９ １２０４５．６ －９７５２．９ ２７０５１６．７

PERWEL ２１８８．４ ４０５９．３ －２４３８．２ ７６３０３．０

SQWEL ３７１９．４ ６７０６．３ －４８７６．４ １３５２５８．４

注）CONSは世帯あたり消費支出、PERCONSは一人あたり消
費支出、SQCONは世帯人員の（１／２）乗あたり消費支出
に対応。FOODは世帯あたり食費、PERFOODは一人あた
り食費、SQFOODは世帯人員の（１／２）乗あたり食費に対
応。
INCOMEは世帯あたり、PERINCOMEは一人あたり、

SQINCOMEは世帯人員の（１／２）乗あたりグロス年収に
対応。
WEALTHは世帯あたり、PERWELは一人あたり、
SQWELは世帯人員の（１／２）乗あたり正味資産。
消費と食費は円、年収と正味資産は万円単位。

２０歳代

N＝１４７

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ２９６３０４．７ １４３４４９．３ ８６８０８ ９９１４７７

PERCONS １１１０８７．５ ６１８５７．６ ２９５１６．７３１０４９４

SQCONS １７９１６３．８ ８７９２６．１ ５１１２４．４ ４９５７３８．５

FOOD ６２０７９．４ ３１２９９．４ １６０９４ １９６２２７

PERFOOD ２２８９７．４ １２２４７．５ ５２４２ ７５３１３

SQFOOD ３７２１８．４ １８１４４．９ １０３４９．６ １０６５０８．７

INCOME ４９０．８ ２００．２ １３６ １７６８

PERINCOME １８５．０ ９１．３ ４５．３ ４５０．５

SQINCOME ２９７．５ １２３．５ ７８．５ ７９０．７

WELTH １０１９．３ ２５３５．５ －８１９ ２３３２４．８

PERWEL ３５０．５ ８１０．２ －４０９．５ ５９８２．７

SQWEL ５８４．５ １３４３．４ －５７９．１ ９５２２．３

３０歳代

N＝６０７

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ４０５３２５．９ ２７５４９５．１ ７３７５３ ２５８１７０１

PERCONS １１１７２７．１ ８８１２７．０ ２４５８４．３ ９７４７３７．５

SQCONS ２１０４０９．０ １４８８８６．３ ４２５８１．３１４７８２９６．１

FOOD ８９１４３．８ ３９０９６．８ １８５９７ ２６０５５１

PERFOOD ２４０６２．９ １１００７．８ ６１９９ ８４８４４．５

SQFOOD ４５７９２．１ １８９４６．７ １０７３７．０ １３０２７５．５

INCOME ６２９．９ ２８４．０ ８０ ２１６０

PERINCOME １７４．８ ９１．９ ２６．７ ７００

SQINCOME ３２８．０ １４９．０ ４６．２ １２１２．４

WELTH ２７７４．９ ５２１３．５ －３６５６ ４５６２３．０

PERWEL ７２６．５ １３７５．５ －１２１８．７ １５２０７．７

SQWEL １４０４．３ ２６２１．５ －２１１０．８ ２６３４０．４

４０歳代

N＝８１０

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ４７１０９４．７ ３２３００９．４ ５１０４９ ３９７６０１５

PERCONS １２１９９７．４ ８１２８６．６ ２５５２４．５７９５２０３

SQCONS ２３７０９１．４ １５４４７１．７ ３６０９７．１１７７８１２８．０

FOOD １１３５３７．７ ４４９６３．３ ２２４３７ ３４７０７６

PERFOOD ２９０６０．１ １２２６２．３ ６４５３．８１６２７３４

SQFOOD ５６８１８．２ ２１１２３．７ １５８０８．６ ２３０１４０．６

INCOME ７９７．２ ５４９．９ ８０ ８７２０

PERINCOME ２０８．３ １６０．４ ３２．５ ２９０６．７

SQINCOME ４０３．１ ２８５．２ ５６．６ ５０３４．５

WELTH ５４１４．０ １１０１１．０ －５３００．３ １７９６５７．８

PERWEL １３６１．８ ２５６１．１ －１０６０．１ ３３８６４．８

SQWEL ２６８５．７ ５２０９．２ －２３７０．４ ７３３４５．０

５０歳代

N＝７５７

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ４８１９４０．８ ３７３７０８．４ ５２２５５ ３４９９５２９

PERCONS １６０１５９．３ １３６７１２．０ ２５１０１．３１３９５１４５

SQCONS ２７４２５３．９ ２１７５１２．６ ３６９４９．９１９７３０３３．０

FOOD １０９０４３．９ ４５７８４．３ ２２９８２ ３６３９４９

PERFOOD ３５３７０．４ １６２３９．０ ９８６２．７１３９３７３

SQFOOD ６１２８８．２ ２４８３１．０ １６２５０．７ １９７１０３．２

INCOME ８９８．５ ４５９．０ ７０ ３２９７

PERINCOME ２９３．１ １６６．４ ３３．３ １６４８．５

SQINCOME ５０６．３ ２５６．５ ４９．５ ２３３１．３

WELTH ７８７７．３ １４９５１．３ －９７５２．９ ２７０５１６．７

PERWEL ２４１８．６ ３９７０．３ －２４３８．２ ６７６２９．２

SQWEL ４３００．１ ７４５４．２ －４８７６．４ １３５２５８．４

５６郵政研究所月報 ２０００．８



６０歳代

N＝５１１

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ４０６２９７．７ ３１０１７９．１ ５１８７９ ２６１２７９０

PERCONS １６５１６７．６ １３７２１５．５ ２５９３９．５１３０６３９５

SQCONS ２５６１７５．１ １９９８５７．３ ３６６８４．０１８４７５２１．５

FOOD ９９４７７．３ ４５９６６．２ １７５６２ ３６６６７１

PERFOOD ３９３８２．３ １８３２４．０ ７２８９．３１４４９３４

SQFOOD ６１８５１．７ ２６９２７．５ １２４１８．２ ２１１６９７．６

INCOME ６５６．７ ４５２．０ ６０ ４０６３

PERINCOME ２５５．７ １６０．８ ３０ １０２０

SQINCOME ４０４．７ ２５５．８ ４２．４ ２０３１．５

WELTH １０５０２．５ １２２０８．６ －４２ １１９７４８．９

PERWEL ４２６１．２ ５３８３．９ －２１ ５９８７４．４

SQWEL ６６２１．４ ７９７１．５ －２９．７ ８４６７５．２

７０歳代以上

N＝

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ２８８０５２．０ １９８３９４．１ ４７９９４ １４７２５８０

PERCONS １２６６２８．５ ８１１０１．１ ２３９９７ ５１０４２０

SQCONS １８９０５４．３ １２０８７１．１ ３３９３６．９ ８５０１９４．５

FOOD ８１６６０．４ ３７５３４．９ １９７９２ ２７９６３９

PERFOOD ３５８１０．９ １５２８６．３ ９８９６ １３９８１９．５

SQFOOD ５３５１８．５ ２２０２１．３ １３９９５．１ １９７７３４．６

INCOME ４９４．９ ５３８．０ ６０ ５５７８

PERINCOME ２０９．７ ２１８．９ １９ ２７８９

SQINCOME ３１７．７ ３２７．１ ４２．４ ３９４４．２

WELTH １０７９０．７ １５６３５．７ ２５ １５２６０６．０

PERWEL ４７６９．７ ６９５３．８ １２．５ ７６３０３．０

SQWEL ７１１４．２ １０２５８．４ １７．７ １０７９０８．８

�２ ９７年の記述統計

９７年全体

N＝２１２７

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ３９５４９４．０ ３０２５８８．８ ５２３２６ ４５４１９５８

PERCONS １２８９７４．７ １０５８２６．７ ２４５６８．８２２７０９７９

SQCONS ２２２１２５．０ １６８５６３．８ ３７０００．１３２１１６４９．３

FOOD ９２１０３．８ ４２５５６．５ １３５９３ ３９０８９１

PERFOOD ２９９２４．０ １４７０２．３ ５１１１．３１３７８４７

SQFOOD ５１５９８．３ ２２１１４．０ ９５８８．１ １９４９４５．１

INCOME ７１４．９ ４３８．２ ４０ ５４４６

PERINCOME ２３０．５ １４２．６ ２０ １８１５．３

SQINCOME ３９９．３ ２３０．７ ２８．３ ３１４４．２

WEALTH ４４５８．７ ４７５６．６－１２４８３．６ ４３２８６．５

PERWEL １５５０．４ １８５９．４ －４１６１．２ ２１６４３．２

SQWEL ２５８３．２ ２８４４．０ －７２０７．４ ３０６０８．２

２０歳代

N＝１１１

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ２７８０８０．６ １８２８１２．６ ５６２１８ １５５２０１５

PERCONS １０００６３．０ ８１１２９．６ ２８１０９ ７７６００７．５

SQCONS １６４８１５．０ １１７７１１．９ ３９７５２．１１０９７４４０．３

FOOD ５３８４５．６ ２４１２５．５ １５７４１ １６２８８１

PERFOOD １９０３１．７ １０１５６．１ ５５３５．７ ８１４４０．５

SQFOOD ３１５８１．９ １４３０８．８ ９５８８．１ １１５１７４．３

INCOME ４７５．１ １６９．７ ２０４ １０３３

PERINCOME １７５．２ ８３．９ ４０ ４２１

SQINCOME ２８５．１ １１１．６ ９８．０ ５９５．４

WEALTH ７０４．５ １３７８．１ －９８０ ８２０４．９

PERWEL ２３５．２ ４１９．３ －４９０ ２１４６．４

SQWEL ４００．７ ７２６．２ －６９３．０ ３６９８．８

３０歳代

N＝：３６８

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ３６３９８８．７２７０５９５．１ ８１９２９ ３７５４３３８

PERCONS １０２３４９．７ ６６５４４．６２ ２７３０９．７ ７５０８６７．６

SQCONS １９０７０６．１１２７５６１．６ ４７３０１．７１６７８９９１．０

FOOD ７６７１２．１ ３４３８７．１ １３５９３ ２３９６９５

PERFOOD ２１２３９．１ ９５８７．２ ５８３９．５ ６６９０３．５

SQFOOD ３９８９５．８ １６６０４．３ ９６１１．７ １１９８４７．５

INCOME ６１２．７ ２５１．２ １６４ ２０８８

PERINCOME １７６．１ ８７．４ ５０ ５２２

SQINCOME ３２４．４ １３５．３ １１１．８ １０４４

WEALTH １８２８．５ ２８３３．２ －２９９５．０ １８８１８．７

PERWEL ４６９．６ ７０７．３ －１４９７．５ ５０６０．１

SQWEL ９１５．６ １３６３．９ －２１１７．８ ８４３４．８

４０歳代

N＝５１０

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ４６５４７４．１ ３６２７２３．１ ７５０７８ ４５４１９５８

PERCONS １２２７２０．４ １２３３８４．５ ２４５６８．８２２７０９７９

SQCONS ２３５９７６．２ １９９１６１．３ ５３０８８．２３２１１６４９．３

FOOD １０６４４１．０ ４６９８０．８ １５２７９ ３９０８９１

PERFOOD ２７３４８．９ １１６５７．６ ５１１１．３ ７６７０６

SQFOOD ５３３１４．９ ２１１１４．４ １０２２２．５ １５９５８０．６

INCOME ８２３．２ ４９３．５ １１２ ５３２０

PERINCOME ２１８．２ １４３．９ ３５ １４２４．５

SQINCOME ４１８．７ ２４７．５ ６４．７ ２３６１．７

WEALTH ３７９７．１ ３９０１．５－１２４８３．６ ２７６０３．２

PERWEL ９６２．９ １００５．１ －４１６１．２ ６９００．８

SQWEL １８８８．３ １９０５．４ －７２０７．４ １３８０１．６

５７ 郵政研究所月報 ２０００．８



CONSUMPTION
－３．１８５

PERCONSUMPTION
－２．４４９

SQCONSUMPTION
－３．２２３

FOOD
－６．７１４

PER FOOD
－３．８６２

SQFOOD
－５．８８６

GROSS INCOME
－１．０４０

GROSS PERINCOME
０．２４４

SQ INCOME
－０．４６３

WELTH
－８．６４８

PERWELTH
－７．６２３

SQ WELTH
－８．３５５

これによれば年収関係の３項目は有意な差はみ

られない。しかし消費、資産にかかる項目は一人

当たり消費が５％で、他の項目は１％水準で有意

に差がある。消費支出合計や食費に関してはデフ

レの影響もあるが、不況等により家計が守りの生

活姿勢を強めたことも考えられる１７）。

�３ 格差の推移

ジニ係数等の計算結果は表１０に掲げるとおりで

ある。

（全体の動き）

家計当たり、一人当たり、世帯人員の（１／２）

乗で除した値は水準は異なるものの、一部を除い

て概ねパラレルな動きを示すことが多いようであ

る。ここでは

分配の改善率＝（９７年の係数－９３年の係数）／９３

年の係数（％換算）。

をみる。

まず世帯当たりのジニ係数の動きをみると、全

体では消費は９３年の０．３３２７７から９７年の０．３２８７３と

９３年から９７年にかけて１．２１％分配の平等が高まっ

ている１８）。食費も１．２９％と平等度が高まっている。

グロスの年収では１．５７％平等度が高まっている。

データと方法論がほぼ共通する松浦・滋野［１９９６］

５０歳代

N＝４６４

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ４５９３５３．３ ３５６２１８．７ ７９６８９ ３５１２８５８

PERCONS １４８１７９．８ １２９１６９．４ ２５５５１．８１１７０９５２．７

SQCONS ２５７０９９．７ ２０６２７９．５ ４６００８．５２０２８１４９．５

FOOD １０１２０８．７ ４１３８９．２ ３０１２２ ２９１０４５

PERFOOD ３１９２０．５ １４７４１．５ ８０２９．８１３７８４７

SQFOOD ５５９６９．０ ２１９８２．６ １６０５９．５ １９４９４５．１

INCOME ９１２．６ ５０８．８ ９８ ５４４６

PERINCOME ２８７．７ １６６．１ ４１．７ １８１５．３

SQINCOME ５０４．６ ２６７．９ ６９．３ ３１４４．２

WEALTH ５６８１．４ ５９８８．４ －３７９９．０ ４３２８６．５

PERWEL １７９３．４ ２１３４．９ －１２６６．３ ２１６４３．２

SQWEL ３１３９．１ ３３８８．５ －２１９３．３ ３０６０８．２

６０歳代

N＝４５１

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ３５０７１９．２ ２１０８３１．９ ７４８３３ １５９６４７３

PERCONS １４４５２６．９ ９２３９４．７ ２４９４４．３ ７９８２３６．５

SQCONS ２２２７８０．８ １３３８０８．０ ４３２０４．９１１２８８７６．９

FOOD ９２０５７．２ ３９３９０．８ ２４３０３ ３２５７８９

PERFOOD ３７２８６．８ １５３９８．４ １０１８３．３ １１５０４８．５

SQFOOD ５７９１３．２ ２２２５１．１ １７１８４．８ １６２７０３．１

INCOME ６４１．８ ３９０．６ １２０ ２４００

PERINCOME ２５６．０ １４９．５ ３７．２ ９６９

SQINCOME ４００．６ ２２８．２ ８３．２ １３７０．４

WEALTH ６４２３．５ ４６８６．１ －３５２９．５ ２８９４４．１

PERWEL ２６８２．５ ２１１９．７ －１７６４．８ １２１４６．５

SQWEL ４１１２．４ ３０７２．８ －２４９５．８ １７１７７．８

７０歳以上

N＝２２３

平 均 標準偏差 最 小 最 大

CONS ３０３５６５．２ ２０４８１０．９ ５２３２６ ２０１２１７０

PERCONS １３０１９３．０ ８１９４９．９ ２６１６３ ６７０７２３．３

SQCONS １９６７２３．７ １２４２３５．６ ３７０００．１１１６１７２６．９

FOOD ８４９０７．３ ３８７２７．６ １８９３０ ２３４１７９

PERFOOD ３６５２２．３ １６１１７．６ ９４６５ ９６３６５

SQFOOD ５５０８２．１ ２２９１５．９ １３３８５．５ １３６２８０．９

INCOME ４９１．９ ３１１．７ ４０ ２０５４

PERINCOME ２０５．８ １１２．７ ２０ １０２７

SQINCOME ３１４．２ １７４．３ ２８．３ １４５２．４

WEALTH ５６６２．５ ４０３８．８ ５ ２４８１５．８

PERWEL ２５３７．３ １９９１．３ ２．５ １２４０７．９

SQWEL ３７６１．２ ２７９６．１ ３．５ １７５４７．４

１７）差の検定の結果は世代により若干異なる。
１８）９４年の全国消費実態調査を用いた松浦・滋野［１９９８］は消費のジニ係数を０．３２１７４としている。

５８郵政研究所月報 ２０００．８



２ 食費（１２月）

�１ FOOD

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．２４５２６０．０９６６８００．０２９０２９０．０７７５９１ ０．１４６１２

２０代 ０．２６３６３０．１１３４７ ０．０３３５３４０．０８７１９３ ０．１５７７３

３０代 ０．２４００９０．０９１９６６０．０２７５９７０．０７３６３０ ０．１３８２１

４０代 ０．２１６４９０．０７５２６６０．０２２５８８０．０６０３３９ ０．１１３６８

５０代 ０．２２８２７０．０８４２２９０．０２５２９８０．０６７６９５ ０．１２７７９

６０代 ０．２４５９５０．０９８５０５０．０２９３３７０．０７７３９６ ０．１４３３０

７０超 ０．２４０５４０．０９６０５８０．０２８５４４０．０７５１５８ ０．１３９２７

�２ PER FOOD

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．２５５５７０．１０７７５ ０．０３１８５２０．０８３１０４ ０．１５１８１

２０代 ０．２８７４５０．１３１７９ ０．０３９３０６０．１０３４６ ０．１８９０３

３０代 ０．２４３７１０．０９６１９６０．０２８５６９０．０７４９２５ ０．１３７２５

４０代 ０．２１５９４０．０７７７０４０．０２２８３３０．０５９１０４ ０．１０７０４

５０代 ０．２４０５８０．０９４９２３０．０２８０２８０．０７２８３８ ０．１３１９１

６０代 ０．２４０５３０．０９６８３７０．０２８６５６０．０７５０３０ ０．１３８４２

７０超 ０．２２３８５０．０８３９０９０．０２５０７７０．０６６７８１ ０．１２５７９

�３ SQ FOOD

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．２３００３０．０８６１８４０．０２５７５９０．０６８４３４０．１２８１７

２０代 ０．２６１３１０．１０９６３ ０．０３２６５３０．０８５９２６０．１５７６７

３０代 ０．２２７１９０．０８２１７７０．０２４６５６０．０６５７５５０．１２３２５

４０代 ０．２０１４９０．０６５１６５０．０１９４４７０．０５１４７１０．０９５６４３

５０代 ０．２１７３５０．０７６７８６０．０２２８８６０．０６０４５１０．１１２０９

６０代 ０．２２７７９０．０８６３３８０．０２５６３７０．０６７４６６０．１２５０８

７０超 ０．２１８３７０．０７８９９５０．０２３６５４０．０６３１４５０．１１９２８

３ グロスの年収

�１ GROSS INCOME

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．３０２１４０．１５９９４ ０．０４６１８２０．１１７００ ０．２０８３９

２０代 ０．２０９９３０．０７４３５８０．０２２０１５０．０５７７５２ ０．１０６７９

３０代 ０．２２９４００．０８９９３３０．０２６４９１０．０６８９０７ ０．１２６６２

４０代 ０．２７１０００．１５００６ ０．０４１９５８０．１０２９４ ０．１８１９８

５０代 ０．２７０６８０．１２０４８ ０．０３６０４４０．０９５９９５ ０．１８０９３

６０代 ０．３３１９２０．１８７４８ ０．０５３９８６０．１３４４９ ０．２３０２３

７０超 ０．３８５３９０．３１９２８ ０．０８５０３８０．１８９６４ ０．２９１２５

表１０ 分配の状況

�１ ９３年の分配の状況

１ 消費（１２月）

�１ CONSUMPTION

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．３３２７７ ０．１９８９３０．０５６５１０ ０．１３８９４ ０．２３６８６

２０代 ０．２５８５４ ０．１０７６４０．０３２０５１０．０８４３３１ ０．１５４６７

３０代 ０．３０１２２ ０．１６６９９０．０４７２７５ ０．１１５７９ ０．１９７０２

４０代 ０．３０３３１ ０．１６８５９０．０４７９５７ ０．１１８８３ ０．２０６２９

５０代 ０．３４７８８ ０．２１６７４０．０６１４８２ ０．１５０５１ ０．２５４６０

６０代 ０．３５０９９ ０．２１７４５０．０６１８５２ ０．１５１３０ ０．２５４０４

７０超 ０．３２２８７ ０．１８２９５０．０５２３６５ ０．１２９５４ ０．２２１００

�２ PERCONSUMPTION

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．３５３５９ ０．２２６８５０．０６３８０９ ０．１５４１３ ０．２５５８９

２０代 ０．３０２０３ ０．１４３８１０．０４２９１６ ０．１１２６８ ０．２０３７０

３０代 ０．３２３９７ ０．２０２５８０．０５６０９９ ０．１３２８５ ０．２１７１３

４０代 ０．３１７３５ ０．１７３９３０．０５００７６ ０．１２５１６ ０．２１６０１

５０代 ０．３７３９２ ０．２５１６８０．０７０８９７ ０．１７１４４ ０．２８４３４

６０代 ０．３６８９７ ０．２４４３５０．０６９０００ ０．１６７２１ ０．２７７８６

７０超 ０．３１４１４ ０．１６７６４０．０４８６２４ ０．１２２７０ ０．２１３９７

�３ SQCONSUMPTION

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．３２９９６ ０．１９７３８０．０５５７５４ ０．１３５７４ ０．２２８１５

２０代 ０．２６８２８ ０．１１３３４０．０３３８９５０．０８９５２９ ０．１６４０１

３０代 ０．３０１８６ ０．１７２７１０．０４８３３７ ０．１１６３２ ０．１９３７９

４０代 ０．２９９７８ ０．１５９８４０．０４５７８１ ０．１１４１４ ０．１９８０２

５０代 ０．３５１２２ ０．２２２１７０．０６２７３５ ０．１５２４２ ０．２５４９０

６０代 ０．３５１９７ ０．２２０９６０．０６２５３６ ０．１５１９２ ０．２５２９５

７０超 ０．３０９６６ ０．１６４５００．０４７４８６ ０．１１８９４ ０．２０５５８

注）ジニはジニ係数、タイルはタイルの尺度、アトキンソ
ンはアトキンソンの尺度。アトキンソン３、８、１５は
ε＝０．３、０．８、１．５に対応。

注）各�１欄は世帯あたり、�２欄は一人あたり、�３欄は世帯
人員の（１／２）乗あたりに対応。
以下同じ。

５９ 郵政研究所月報 ２０００．８



�２ PERCONSUMPTION

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．３４２８９ ０．２１５５９０．０６０３８９ ０．１４６０４ ０．２４４３１

２０代 ０．３２０２１ ０．２００５１０．０５５２１５ ０．１３０４９ ０．２１３９７

３０代 ０．２９２１９ ０．１５３３６０．０４３５５１ ０．１０７１８ ０．１８２７３

４０代 ０．３３８９５ ０．２３７６８０．０６３６４３ ０．１４６８４ ０．２３８１８

５０代 ０．３７８５７ ０．２５９０７０．０７２９８５ ０．１７６７８ ０．２９４００

６０代 ０．３１９４８ ０．１７０１３０．０４９６６７ ０．１２６６１ ０．２２２９７

７０超 ０．３１３１１ ０．１６４０７０．０４７７９６ ０．１２１３９ ０．２１２７３

�３ SQCONSUMPTION

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．３２１２８ ０．１９０３９０．０５３４２００．１２９５７ ０．２１８０７

２０代 ０．２９５６１ ０．１６７８００．０４６７７１０．１１２３７ ０．１８７７５

３０代 ０．２７０９０ ０．１４２６９０．０３９７０７０．０９５７９７ ０．１６２０３

４０代 ０．３１８９８ ０．２０１４００．０５５２０１０．１３０６０ ０．２１６２４

５０代 ０．３５３８９ ０．２２５０９０．０６３５５９０．１５４５０ ０．２５８２５

６０代 ０．３０２１２ ０．１５１６２０．０４４２１８０．１１２４４ ０．１９７１８

７０超 ０．３０５４４ ０．１５９８３０．０４６４０７０．１１７８１ ０．２０７９３

２ 食費（１２月）

�１ FOOD

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．２４８４２０．０９９６８３０．０２９７７３０．０７８８８０ ０．１４６７６

２０代 ０．２３７７８０．０９２５４８０．０２７５９３０．０７２９０６ ０．１３５０７

３０代 ０．２４４１４０．０９４９１９０．０２８３９８０．０７５３３６ ０．１４００８

４０代 ０．２３７２３０．０９１４７５０．０２７３７２０．０７２８４５ ０．１３６９０

５０代 ０．２２２６００．０７９２７６０．０２３７０１０．０６２８２１ ０．１１６６２

６０代 ０．２２２１４０．０８２１５４０．０２４２６２０．０６３２０９ ０．１１５２７

７０超 ０．２４８５００．０９７５７５０．０２９０９９０．０７６６３５ ０．１４０５２

�２ PER FOOD

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．２６３０８０．１１１０２ ０．０３３００３０．０８６５８９ ０．１５８３８

２０代 ０．２４１８６０．１１０７１ ０．０３１７６６０．０７９５１４ ０．１３９３９

３０代 ０．２３８２２０．０９２３０１０．０２７２６９０．０７０８６１ ０．１２８１０

４０代 ０．２３００４０．０８５４７００．０２５５２３０．０６７５８６ ０．１２５７２

５０代 ０．２４２６００．０９６０６００．０２８４０７０．０７４０５０ ０．１３４７７

６０代 ０．２２６０７０．０８１３９１０．０２４３８６０．０６４８５０ ０．１２０８３

７０超 ０．２３９７７０．０９０７６８０．０２６９９３０．０７０７５５ ０．１２８８７

�２ GROSS PER INCOME

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．３１３９７ ０．１７５１３０．０４９９８３０．１２４１８ ０．２１５２０

２０代 ０．２７１８１ ０．１１５１２０．０３４４０６０．０９０６２１ ０．１６５０２

３０代 ０．２６８５６ ０．１２００１０．０３５１７２０．０９０３４３ ０．１６１６３

４０代 ０．２９７０３ ０．１７６５８０．０４８８０６０．１１７０２ ０．１９８２３

５０代 ０．２８３６６ ０．１３７０１０．０４０３２３０．１０４８９ ０．１９２３１

６０代 ０．３１２５４ ０．１６３９９０．０４７６０９０．１２０１１ ０．２０８９４

７０超 ０．３３９０４ ０．２６３６３０．０６９６８５０．１５７１２ ０．２５２４４

�３ GROSS SQ INCOME

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．２９３４６０．１５２３９ ０．０４３７１８０．１０９６５ ０．１９２７８

２０代 ０．２２７５５０．０８１７３７０．０２４４４１０．０６４７２６ ０．１１９８５

３０代 ０．２３５２９０．０９２３３６０．０２７２４３０．０７０８９９ ０．１２９６７

４０代 ０．２７２５４０．１５２０４ ０．０４２１８４０．１０２１５ ０．１７６６８

５０代 ０．２６２７６０．１１５４５ ０．０３４３５２０．０９０８３４ ０．１６９８６

６０代 ０．３１０９６０．１６３１９ ０．０４７２２１０．１１８５４ ０．２０４９４

７０超 ０．３５２１６０．２７２９７ ０．０７２６３８０．１６３７７ ０．２５８５９

４ 正味資産

�１ WEALTH

�２ PER WEALTH

�３ SQ WEALTH

ジ ニ ジ ニ ジ ニ

全体 ０．６３０１０ ０．６５０３５ ０．６３４８１

２０代 ０．７７１３８ ０．７６９１７ ０．７６５０４

３０代 ０．７２３２９ ０．７２４５９ ０．７２１１９

４０代 ０．６２９０２ ０．６２８０３ ０．６２４６２

５０代 ０．５７６０９ ０．５５８２９ ０．５６０６６

６０代 ０．４９２９５ ０．５０６８６ ０．４９５３４

７０超 ０．５４７８５ ０．５４０５８ ０．５４０７５

�２ ９７年の分配の状況

１ 消費（１２月）

�１ CONSUMPTION

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．３２８７３ ０．１９８２２０．０５５８２２ ０．１３６０５ ０．２３０４１

２０代 ０．２９５３１ ０．１５８０５０．０４４９７０ ０．１１１０３ ０．１９０７１

３０代 ０．２７６３８ ０．１５７５１０．０４３０５６ ０．１０１９２ ０．１７０４０

４０代 ０．３２１３４ ０．１９６４４０．０５４８３８ ０．１３２３６ ０．２２２８７

５０代 ０．３５０７２ ０．２１７８２０．０６１８６８ ０．１５１４９ ０．２５４９６

６０代 ０．３０２３０ ０．１５２２５０．０４４３９０ ０．１１２８１ ０．１９７７９

７０超 ０．３１９７９ ０．１７６５１０．０５１０６２ ０．１２９０９ ０．２２６９７
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はグロスの年収について８６―８９年は０．２７４５～

０．２６６７と報告しており、８０年代後半と９０年代半ば

を比較すると分配は約２０％から２５％程度悪化して

いることがうかがわれる。

正味資産では０．６３０１から０．５２０８へと１７．３５％平

等度が高くなっている。

これに対し最近国際比較で利用されることの多

い世帯人員の（１／２）乗で除したケースでは、

この間消費合計は２．６３％平等度が高まっているが、

逆に基礎的な支出である食費は１．８７％不平等度が

高くなっている。グロスの年収は３．４０％、正味資

産は１６．３５％平等度が高くなっている。

一人当たりでみた場合も世帯人員の（１／２）

乗で除したケースとほぼ同様の動きを見せている。

なお９４年の全消を用いた松浦・滋野［１９９８］は、

一人当たりの消費、グロスの年収、正味資産のジ

ニ係数を０．３２１７４、０．３２１０３、０．６４２４８としている。

これと比較すると家計調査による９７年の一人当た

り消費の分配は悪化しているように見える。

（世代間の比較）

９３年の消費をみるとジニ、タイル、アトキンソ

ンの全ての尺度で５０、６０代の不平等の程度が２０―

４０代に比べてかなり高い。これに対し基礎的な消

費である食費に関しては２０―６０代に関しては逆Ｕ

字型となっている。これからすれば中堅である３０、

４０代で貧しいながら相対的に平等であったことが

４ 正味資産

�１ WEALTH

�２ PER WEALTH

�３ SQ WEALTH

ジ ニ ジ ニ ジ ニ

全体 ０．５２０８０ ０．５５７３６ ０．５３０９９

２０代 ０．８００５４ ０．７８０４０ ０．７８５１０

３０代 ０．６８０９８ ０．６７５３５ ０．６７３１０

４０代 ０．５１９０８ ０．５１９０９ ０．５１２２６

５０代 ０．４７４６２ ０．４９１６２ ０．４７３７８

６０代 ０．３７７２２ ０．４０２２６ ０．３８４３１

７０超 ０．３６２３２ ０．３８８３５ ０．３７０３０

�３ SQ FOOD

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．２３４３４０．０８７５８９０．０２６２５００．０６９８８１ ０．１３０７０

２０代 ０．２１９２４０．０８７１０６０．０２５５２２０．０６５９９８ ０．１２０３４

３０代 ０．２２６１４０．０８１６０９０．０２４３５４０．０６４３５０ ０．１１９０１

４０代 ０．２１７９３０．０７５９３８０．０２２８４３０．０６１２３９ ０．１１５８９

５０代 ０．２１２０１０．０７２３４６０．０２１５６１０．０５６９０６ ０．１０５２３

６０代 ０．２０９５８０．０７００４４０．０２０９１５０．０５５３２６ ０．１０２５０

７０超 ０．２２９２８０．０８２５５８０．０２４７０３０．０６５４４７ ０．１２１０７

３ グロスの年収

�１ GROSS INCOME

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．２９７４１０．１５０５２ ０．０４３７４９０．１１１４７ ０．１９８４８

２０代 ０．１９６９６０．０６０５１７０．０１８０４００．０４７４８４０．０８７０００

３０代 ０．２１３５５０．０７５７５００．０２２３３８０．０５７９９２０．１０５１６

４０代 ０．２６９４１０．１３４０１ ０．０３８４８３０．０９７１７３０．１７４１３

５０代 ０．２７１８９０．１２８８１ ０．０３７８３８０．０９８６４６０．１８３１７

６０代 ０．３１２６１０．１５９１３ ０．０４６４５６０．１１７７２ ０．２０３８７

７０超 ０．３０２９５０．１６１８５ ０．０４６７７１０．１１７８３ ０．２０８６４

�２ GROSS PER INCOME

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．３０２０９ ０．１５５１７０．０４４９９００．１１３７７ ０．１９９６５

２０代 ０．２６１５２ ０．１０７２５０．０３１９７３０．０８４００９ ０．１５３１１

３０代 ０．２５８０１ ０．１０８３６０．０３１７１９０．０８０９６１ ０．１４２２４

４０代 ０．２９９９５ ０．１６２３５０．０４６３４４０．１１５０１ ０．１９９００

５０代 ０．２９０７３ ０．１４１６４０．０４１７５１０．１０８８９ ０．２００５１

６０代 ０．２９７１２ ０．１４６１５０．０４２６６００．１０８４６ ０．１９０２２

７０超 ０．２６１９７ ０．１２２２４０．０３５５８７０．０９１３６６ ０．１６７０８

�３ GROSS SQ INCOME

ジ ニ タイル アトキンソン３ アトキンソン８ アトキンソン１５

全体 ０．２８３４８０．１３６４８ ０．０３９６６４０．１００８６ ０．１７８８３

２０代 ０．２１５５８０．０７２６３６０．０２１６６７０．０５７０６４ ０．１０４５７

３０代 ０．２１９７６０．０７８６８８０．０２３１９７０．０６００７６ ０．１０８１３

４０代 ０．２７１９６０．１３４３１ ０．０３８６０８０．０９７１２９ ０．１７１８６

５０代 ０．２６５１１０．１１９８１ ０．０３５３５６０．０９２６８９ ０．１７２８９

６０代 ０．２９３９００．１４０７９ ０．０４１１６００．１０４７０ ０．１８２８０

７０超 ０．２６９４３０．１２７３４ ０．０３７１３７０．０９５３９７ ０．１７４３２
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うかがわれる。

グロスの年収では６０、７０代の不平等が全ての尺

度で２０―５０代に比べてかなり高い。これは現役時

代の成功の程度を反映している可能性があるとい

えよう。正味資産で２０、３０代の不平等度が相当に

高いのは親の資産の継承を反映しているとみられ

る。

９７年では消費は５０代で不平等度が最も高くなっ

ている。食費では世帯、一人当たり、世帯人員の

１／２乗で除した場合で動きが異なり、明瞭なこ

とは言えない。グロスの年収に関しては、やはり

６０、７０代で不平等度がかなり高い。資産に関して

は２０代の不平等度が９３年に比べてもさらに際だっ

ている。かつ年齢と共に不平等度が低下している。

これは若年期における親からの資産の継承の重要

性と高齢層のバブルの崩壊の影響の強さを反映し

ているとみられる。

（世代内の推移）

９３年から９７年にかけての世代毎の分配の推移を

ジニ係数により、５％ポイント以上変化したケー

スを中心にみる（特に断らない限り世帯単位であ

る）。２０代では世帯当たりの消費の分配率が

１４．２２％不平等となっていることが特徴的である。

反面食費は９３年と比較して９．８１％平等となってい

る。消費、食費の水準の低下を考えれば基礎的な

支出である食費は確保し得ても、それを超えて生

活の豊かさを享受する部分では格差が拡大した可

能性がある。

３０代では消費の分配が９．８１％平等となっている。

４０代では９３年と９７年を比較すると消費５．９４％、食

費が９．５８％、グロスの年収０．５９％とより不平等と

なっている。これら３項目が全て不平等となった

のは４０代だけであり、中堅世代に厳しい結果であ

り注目される。５０代では所得消費には顕著な動き

は認められない。６０代では消費が１３．８７％、食費

９．６８％、グロスの年収５．８２％平等となり、４０代と

は対照的な結果となっている。社会保障制度など

が現役世代と引退世代に非対称な影響を与えてい

るのかもしれない。７０代では食費が５．００％不平等

となっていることが目立つ。

おわりに

本稿では９３―９７年の家計の動向を取り上げた。

平均的な貯蓄率は金融貯蓄実物投資では相当に高

い水準にある。キャピタルゲイン・ロスを考慮す

ると３８％のマイナスであった。特徴的なのは６０歳

未満の現役世代で約１／５が金融貯蓄、金融貯蓄

実物投資を取り崩していることである。これは現

役世代の中に相当に生活に苦しむ層があることを

示唆している。今後の社会保障制度の逼迫を考え

ると、これはかなり重要な課題を提起するものと

いえよう。

貯蓄関数と消費関数の推計では６０代以上と６０歳

未満で関数型が異なることが明らかとなった。こ

れはわが国では現役世代と引退世代での行動パ

ターンに差があることに配慮する必要があること

を示唆する結果である。貯蓄に関して、家計が

キャピタルゲイン・ロスや住宅償却を踏まえて行

動していることは、合理的な選択である。それは

地価下落が続く限り、マイナスの貯蓄率になる可

能性を示している。本稿は地価の決定要因を直接

は取り上げていないが、地価が一国の生産性に依

存する以上、景気回復がない限りマイナス貯蓄率

の傾向が続くと予想される。

消費に関しては新しいタイプの消費需要は堅調

であるが、古いタイプの消費も意外と健闘してい

ることが分かった。これはその時々のニーズへの

対応、ニーズの発掘が消費を拡大することを改め

て示唆するものである。政策的に新しいタイプの

需要創出のみならず、古いタイプの消費も拡大す

るような構造改革が望ましいと言えよう。

分配に関して注目されるのは、消費水準が低下
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する中で８０年代後半と９０年代半ばで分配前所得の

不平等が約２０％拡大していること、９０年代半ばに

おいて４０代で不平等が進行していることである。

効率と分配の公正は経済の鍵である。新しい需要

の拡大で経済の効率を高めると共に税制や社会保

障制度の再構築で分配の公正を確保することが望

まれる。
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